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図面番号 図 面 名 称 図面番号 図 面 名 称 図面番号 図 面 名 称

S-000 図面リスト S-046 免震装置リスト（１） 【キャノピー棟01】

S-001 一般共通事項 S-047 免震装置リスト（２） S-101 【キャノピー棟01】構造関係特記仕様書（１）

S-002 構造関係特記仕様書（１） S-048 柱芯案内図 S-102 【キャノピー棟01】構造関係特記仕様書（２）

S-003 構造関係特記仕様書（２） S-049 柱リスト（１） S-103 【キャノピー棟01】構造関係特記仕様書（３）

S-004 構造関係特記仕様書（３） S-050 柱リスト（２） S-104 【キャノピー棟01】構造関係共通図（鉄骨標準図）（１）

S-005 構造関係共通事項・共通図（配筋標準図）（１） S-051 １階SRC大梁・１階鉄骨大梁リスト S-105 【キャノピー棟01】構造関係共通図（鉄骨標準図）（２）

S-006 構造関係共通図（配筋標準図）（２） S-052 SRC大梁リスト（１） S-106 【キャノピー棟01】深層混合処理工法特記仕様書

S-007 構造関係共通図（配筋標準図）（３） S-053 SRC大梁リスト（２） S-107 【キャノピー棟01】ボーリング柱状図

S-008 構造関係共通図（配筋標準図）（４） S-054 鉄骨大梁リスト S-108 【キャノピー棟01】地盤改良伏図

S-009 構造関係共通図（配筋標準図）（５） S-055 RC部材リスト S-109 【キャノピー棟01】基礎伏図

S-010 構造関係共通図（鉄骨標準図）（１） S-056 PCa床版リスト S-110 【キャノピー棟01】１階床伏図

S-011 構造関係共通図（鉄骨標準図）（２） S-057 S部材リスト S-111 【キャノピー棟01】２階床伏図

S-012 構造関係共通図（鉄骨標準図）（３） S-058 目隠し詳細図 S-112 【キャノピー棟01】軸組図

S-013 構造関係共通図（鉄骨標準図）（４） S-059 鉄骨架構詳細図 S-113 【キャノピー棟01】部材リスト

S-014 構造関係共通図（鉄骨標準図）（５） S-060 ラーメン配筋詳細図 S-114 【キャノピー棟01】鉄骨詳細図

S-015 構造関係共通図（鉄骨標準図）（６） S-061 鉄骨階段詳細図（１）

S-016 免震構造特記仕様書（１） S-062 鉄骨階段詳細図（２）

S-017 免震構造特記仕様書（２） S-063 鉄骨階段詳細図（３） 【キャノピー棟02】

S-018 免震構造特記仕様書（３） S-064 雑配筋・鉄骨詳細図（１） S-201 【キャノピー棟02】伏図・軸組図

S-019 免震構造特記仕様書（４） S-065 雑配筋・鉄骨詳細図（２） S-202 【キャノピー棟02】部材リスト・鉄骨詳細図

S-020 機械式継手工法標準図 S-066 雑配筋・鉄骨詳細図（３）

S-021 機械式定着工法標準図 S-067 雑配筋・鉄骨詳細図（４）

S-022 床型枠用鋼製デッキプレート特記仕様書 S-068 雑配筋・鉄骨詳細図（５） 【駐輪場】

S-023 浅層混合処理工法特記仕様書 S-069 雑配筋・鉄骨詳細図（６） S-301 【駐輪場】伏図・軸組図

S-024 ボーリング柱状図（１） S-070 雑配筋・鉄骨詳細図（７） S-302 【駐輪場】部材リスト・鉄骨詳細図

S-025 ボーリング柱状図（２） S-071 雑配筋・鉄骨詳細図（８）

S-026 推定地層断面図（１） S-072 SRC仕口詳細図

S-027 推定地層断面図（２） S-073 風除室２・法務局・会議室１４・ドライエリア開口塞ぎ詳細図 【外構】

S-028 地盤改良伏図 S-074 １階木天井ルーバー詳細図 S-401 【外構】オイルタンク

S-029 免震層床伏図 S-075 議場天井ルーバー詳細図（１）

S-030 １階床伏図 S-076 議場天井ルーバー詳細図（２）

S-031 ２階床伏図 S-077 書庫 木質工事特記仕様書（１）

S-032 ３階床伏図 S-078 書庫 木質工事特記仕様書（２）

S-033 ４階床伏図 S-079 書庫 軸組工法接合部の標準仕様

S-034 ＰＨ階・Ｒ階床伏図 S-080 書庫 伏図・軸組図・部材リスト

S-035 軸組図（１） S-081 書庫 詳細図

S-036 軸組図（２） S-082 山留図

S-037 軸組図（３）

S-038 軸組図（４）

S-039 軸組図（５）

S-040 マットスラブリスト

S-041 基礎梁・基礎小梁・耐圧スラブリスト

S-042 擁壁リスト

S-043 免震接合部リスト

S-044 免震基礎リスト（１）

S-045 免震基礎リスト（２）

A1　S=1/
A3　S=1/

S -

工事名称

図面名

設計番号 作成日 縮尺

種別

通し番号

構造関係規定に適合することを確認した 設備関係規定に適合することを確認した

04632-010

総括 担当

一級建築士事務所　登録番号　宮城県知事登録　第22210181号

建設コンサルタント　登録番号　建01第843号

一級建築士第315658号　飯柴耕一

南相馬市新庁舎建設建築主体工事

株式会社 佐藤総合計画 -
-

一級建築士第323340号　高橋英雄
一級建築士第374585号　古川侑慧

一級建築士　第359849号
設備設計一級建築士　第4808号 　渡邉　森

一級建築士　第306020号
構造設計一級建築士　第5334号 檜垣　進司

000

-
-

図面リスト



A1　S=1/
A3　S=1/

S -

工事名称

図面名

設計番号 作成日 縮尺

種別

通し番号

構造関係規定に適合することを確認した 設備関係規定に適合することを確認した

04632-010

総括 担当

一級建築士事務所　登録番号　宮城県知事登録　第22210181号

建設コンサルタント　登録番号　建01第843号

一級建築士第315658号　飯柴耕一

南相馬市新庁舎建設建築主体工事

株式会社 佐藤総合計画 -
-

一級建築士第323340号　高橋英雄
一級建築士第374585号　古川侑慧

一級建築士　第359849号
設備設計一級建築士　第4808号 　渡邉　森

一級建築士　第306020号
構造設計一級建築士　第5334号 檜垣　進司

001

-
-

一般共通事項



A1　S=1/
A3　S=1/

S -

工事名称

図面名

設計番号 作成日 縮尺

種別

通し番号

構造関係規定に適合することを確認した 設備関係規定に適合することを確認した

04632-010

総括 担当

一級建築士事務所　登録番号　宮城県知事登録　第22210181号

建設コンサルタント　登録番号　建01第843号

一級建築士第315658号　飯柴耕一

南相馬市新庁舎建設建築主体工事

株式会社 佐藤総合計画 -
-

一級建築士第323340号　高橋英雄
一級建築士第374585号　古川侑慧

一級建築士　第359849号
設備設計一級建築士　第4808号 　渡邉　森

一級建築士　第306020号
構造設計一級建築士　第5334号 檜垣　進司

002

-
-

構造関係特記仕様書（１）



A1　S=1/
A3　S=1/

S -

工事名称

図面名

設計番号 作成日 縮尺

種別

通し番号

構造関係規定に適合することを確認した 設備関係規定に適合することを確認した

04632-010

総括 担当

一級建築士事務所　登録番号　宮城県知事登録　第22210181号

建設コンサルタント　登録番号　建01第843号

一級建築士第315658号　飯柴耕一

南相馬市新庁舎建設建築主体工事

株式会社 佐藤総合計画 -
-

一級建築士第323340号　高橋英雄
一級建築士第374585号　古川侑慧

一級建築士　第359849号
設備設計一級建築士　第4808号 　渡邉　森

一級建築士　第306020号
構造設計一級建築士　第5334号 檜垣　進司

003

-
-

構造関係特記仕様書（２）



A1　S=1/
A3　S=1/

S -

工事名称

図面名

設計番号 作成日 縮尺

種別

通し番号

構造関係規定に適合することを確認した 設備関係規定に適合することを確認した

04632-010

総括 担当

一級建築士事務所　登録番号　宮城県知事登録　第22210181号

建設コンサルタント　登録番号　建01第843号

一級建築士第315658号　飯柴耕一

南相馬市新庁舎建設建築主体工事

株式会社 佐藤総合計画 -
-

一級建築士第323340号　高橋英雄
一級建築士第374585号　古川侑慧

一級建築士　第359849号
設備設計一級建築士　第4808号 　渡邉　森

一級建築士　第306020号
構造設計一級建築士　第5334号 檜垣　進司

004

-
-

構造関係特記仕様書（３）



（ａ）鉄筋の折曲げ内法直径及びその使用箇所は、表1.1を標準とする。

（ａ）次の部分に使用する異形鉄筋の末端部にはフックを付ける。

梁

床版

壁

壁柱

壁

壁 梁

床版

壁

図2.1

（２）梁主筋の重ね継手が、梁の出隅及び下端の両端（図2.1の　　）にある場合（基礎梁を除く）

（１）柱の四隅にある主筋（図2.1の　　）で、重ね継手の場合及び最上階の柱頭にある場合

（５）帯筋、あばら筋及び幅止め筋

（３）煙突の鉄筋（壁の一部となる場合を含む）

（４）杭基礎のベース筋

（ａ）鉄筋の重ね継手

表3.1　鉄筋の重ね継手の長さ

（３）径が異なる鉄筋の重ね継手の長さは、細い鉄筋の径による。

（１）原則として、D35以上の異形鉄筋については、重ね継手を用いない。

コンクリートの

設計基準強度
２

Ｆｃ（Ｎ/ｍｍ ）
(フックなし)

１Ｌ

18

(フックあり)

21

24 27

45d

40d

35d

30d

30 33 36 35d 25d

（注）１．Ｌ　　L　　：フックなし重ね継手の長さ及びフックあり重ね継手の長さ

　　　２．フックありの場合のＬ　 は、図3.1に示すようにフック部分　　を含まない。１ｈ

１,

図3.1

Ｌ

ただし、壁の場合及びスラブ筋でＤ１６以下の場合は除く。

ａ

フックなしの場合

フックありの場合

Ｌ

ａ

Ｌ１

ａ

１

表3.2　隣り合う継手の位置

ａ＝0.5Ｌ

Ｌ

Ｌ１ｈ

１ｈ

1ｈ

Ｌ

Ｌ

ａ≧400mm以上、かつ、a≧(b+40)mm以上

１Ｌ ａ

Ｌ１ｈ ａ

１

１ｈ

ａ≧0.5Ｌ 1ｈ

ａ ａ≧400mm

b

圧接継手・溶接継手

カップラー

（３）隣り合う継手の位置は、表3.2による。

なお、先組み工法等で、柱、梁の主筋の継手を同一箇所に設ける場合は、構造図による。

Ｌ 、Ｌ 又はＬ１ ２ ３

余長

図3.2　定着の方法

　　　表3.4に示す長さ（かつ、梁主筋の柱内定着においては、原則として、柱せいの3/4倍以上、小梁の場合は1/2以上）を

（２）梁主筋の柱内定着の方法は図3.2による。

　　　なお、仕口内に縦に折り曲げて定着する鉄筋の定着長さLが、表3.3のフックあり定着の長さを確保できない

　　　場合は、全長を表3.3に示す直線定着の長さとし、かつ、余長を8d以上、仕口面から鉄筋外面までの投影定着長さを

直線定着の長さ

（イ）直線定着の長さ及びフックあり定着の長さ （ロ）折曲げ定着の方法

フックあり定着の長さ

全長

Ｌ  ,Ｌ  又はＬ１h ２h ３h

末端部

図3.4　スパイラル筋の継手及び定着

中間部

（重ね継手）

（１）溶接金網の継手及び定着は、図3.3による。

（２）スパイラル筋の継手及び定着は、図3.4による

以上の

添巻き

1.5巻

d

≧6d

重ね継手

150mm以上１節半以上、かつ、

スラブの場合

50d

図3.3　溶接金網の継手及び定着

d

≧6d ≧6d

5
0
d

≧6d

d d

150mm以上

Ｌ １３ Ｌ

鉄筋１節半以上、かつ、

Ｌ２

壁の場合

Ｌ １

鉄筋

（柱頭又は柱脚部）

　　　なお、Ｌ　は表3.2にＬ　及びＬ　は表3.3の（注）による。２ ３

（ａ）鉄筋及び溶接金網の最小かぶり厚さは、表4.1による。

かぶり厚さを定める。

ただし、柱及び梁の主筋にＤ２９以上を使用する場合は、主筋のかぶり厚さを径の1.5倍以上確保するように最小

（注）１．＊印のかぶり厚さは、普通コンクリートに適用し、軽量コンクリートの場合は構造図による。

煙突等高熱を受ける部分

構造部分の種別

表4.1　鉄筋及び溶接金網の最小かぶり厚さ(単位：mm )

柱，梁，スラブ，壁

基礎，擁壁，耐圧スラブ

擁壁，耐圧スラブ

　　　２．「仕上げあり」とは、モルタル塗り等の仕上げのあるものとし、鉄筋の耐久性上有効でない

　　　３．スラブ、梁、基礎及び擁壁で、直接土に接する部分のかぶり厚さには、捨コンクリートの

　　　　　　仕上げ（仕上塗材、塗装等）のものを除く。

仕上げなし

仕上げあり

仕上げなし

仕上げあり

屋内

ない部分

土に接し

る部分

土に接す

耐力壁以外の壁

スラブ，

柱，梁，耐力壁

最小かぶり厚さ

30

30

20

30

＊

　　　４．杭基礎の場合のかぶり厚さは、杭天端からとする。

　　　　　厚さを含まない。

　　　５．塩害を受けるおそれのある部分等、耐久性上不利な箇所は、構造図による。

（３）隣り合う鉄筋の平均径（呼び名の数値）の1.5倍

（１）粗骨材の最大寸法の1.25倍

（２）２５ｍｍ

（Ｄは、鉄筋の最大外径）

図4.1　鉄筋相互のあき

Ｄ あき Ｄ

間隔

（ｂ）柱、梁等の鉄筋の加工に用いるかぶり厚さは、最小かぶり厚さに１０ｍｍを加えた数値を標準とする。

（ｃ）鉄筋組立後のかぶり厚さは、最小かぶり厚さ以上とする。

（ｄ）鉄筋相互のあきは図4.1により、次の値のうち最大のもの以上とする。

　　　ただし、機械式継手の場合のあきは、構造図による。

（ｅ）鉄骨鉄筋コンクリート造の場合、主筋と平行する鉄骨とのあきは（ｄ）による。

（ｆ）貫通孔に接する鉄筋のかぶり、厚さは（ｃ）による。

仕上げなし

仕上げあり

40

30
屋外

40

40

60

＊

60

ａ＝0.5Ｌ 1 ａ≧0.5Ｌ 1

　－　

（４）柱及び梁の主筋並びに耐力壁の鉄筋の重ね継手の長さは、特記による。耐力壁の鉄筋の重ね継ぎ手の場合、

　　　３．軽量コンクリートの場合は、表の値に５ｄを加えたものとする。

１　鉄筋の加工

２　異形鉄筋の末端部

３　鉄筋の継手及び定着
４　鉄筋のかぶり及び間隔

機

械
式
継
手

重
ね
継
手

圧
接
継
手

　－　

SD295

SD345

SD390

鉄筋の

種類

折曲げ

折　曲　げ　図
角度

表1.1　鉄筋の折曲げ形状及び寸法

折曲げ内法直径(D)

以下
D16 D19

～D38

SD295,SD345

90°

90°

135°

135°

180°

3d以上 4d以上

及び

D19

～D38

5d以上

SD390

４ｄ以上

６ｄ以上

８ｄ以上

４ｄ以上

Ｄ

Ｄ

Ｄ

Ｄ

Ｄ

ｄ

ｄ

ｄ

ｄ

ｄ

４ｄ以上

３．１　継手及び定着
４．１　最小かぶり厚さ

１ｈＬ

35d 25d

表3.3　鉄筋の定着の長さ

直線定着の長さ

小梁
１Ｌ

スラブ

10d

３Ｌ

フックあり定着の長さ

－

（注）１．Ｌ   L 　：２．以外の直線定着の長さ及びフックあり定着の長さ

　　　２．Ｌ　 L　 ：割裂破壊のおそれのない箇所への直線定着の長さ及びフックあり定着の長さ

　　　５．フックあり定着の場合は、図3.2(イ)に示すようにフック部分　 を含まない。また、中間部での折曲げは行わない。

　　　３．Ｌ　：小梁及びスラブの下端筋の直線定着長さ。（基礎耐圧スラブ及びこれを受ける小梁は除く。）

鉄筋の

種類

コンクリートの

設計基準強度
２Ｆｃ（Ｎ/ｍｍ ）

40d

35d

30d

18

20d

１,

２,

３

（１）鉄筋の定着の長さは、表3.3による。

（ｂ）鉄筋の定着

　　　６．軽量コンクリートを使用する場合は、表3.3の値に５ｄを加えたものとする。

SD295

SD345

SD390

21

24 27

30 33 36

45d

40d

35d

30d35d

Ｌ １ｈＬ ２ｈＬ２

３ｈＬ

かつ

150mm

以上

小梁 スラブ

10d

18

21

24 27

50d

45d

35d

30d

30 33 36 35d 25d

40d 30d

21

24 27

50d 35d

30 33 36 40d 30d

45d 35d

１ｈ

35d 30d

40d

35d

30d

18

21

24 27

30 33 36

50d

45d

35d

40d 35d

40d

35d

21

24 27

30 33 36

50d

40d

45d 40d

25d30d

20d25d

20d25d

30d35d

25d30d

25d30d

20d25d

30d35d

30d35d

25d30d

１ｈ

２ｈ

　　　４．Ｌ　 ：小梁の下端筋のフックあり定着の長さ３ｈ

定着起点 La（ただし、柱せいの3/4倍以上)

梁主筋の柱内折曲げ定着の投影定着長さ

定着起点

余長

全長

小梁及びスラブの上端筋の梁内折曲げ定着の投影定着長さ

　　　　　特記がなければ、４０ｄ（軽量コンクリートの場合は５０ｄ）と表3.1の重ね継手長さのうち大きい値とする。

表3.4　鉄筋の投影定着長さ

コンクリートの

設計基準強度
２

Ｆｃ（Ｎ/ｍｍ ）
Ｌ

18

21

24 27

20d

15d

15d

15d

30 33 36

（注）１．Ｌ　：梁主筋の柱内折曲げ定着の投影定着長さ

　　　２．Ｌ　：小梁及びスラブの上端筋の梁内折曲げ定着の投影定着長さ

a

　　　３．軽量コンクリートの場合は、表の値に５ｄを加えたものとする。

SD295

SD345

SD390

鉄筋の

種類
Ｌ

18

21

24 27

20d 20d

30 33 36

20d 15d

21

24 27

30 33 36

15d 15d

15d 15d

20d 20d

15d 15d

20d 20d

20d 20d

20d 15d

　　　　　　　　（基礎梁、片持ち梁及び片持ちスラブを含む。）

　　　　　　　　（片持ち小梁及び片持ちスラブを除く。）

１

Ｄ１０ Ｄ１３ Ｄ１６ Ｄ１９ Ｄ２２ Ｄ２５ Ｄ２９ Ｄ３２

建　　築

径

表1.1　鉄筋の断面表示　

１．１　適用範囲等

１．４　記号
（ａ）設計図中で使用する記号は、表1.1、表1.2を標準とする。

区分

記号 説明 説明記号

スラブの配筋種別

スラブ厚さ

階段の配筋種別

土間コンクリート

コンクリートブロック壁（ＣＢ壁）

杭の位置

試験杭の位置

打増しの範囲

S0 スラブ開口

ボーリング位置

梁・スラブの上がり下がりの範囲 （±　　） FLからの上がり下がり

表1.2　各階伏図における記号　

（ｂ）構造関係共通図（配筋標準図）は鉄筋コンクリート及び鉄骨鉄筋コンクリート造等における鉄筋の加工、組立等

　　　の一般的な標準図とする。

（ｄ）構造関係共通図（配筋標準図、鉄骨標準図）以外については、設計図及び監督職員の指示による。

１．３　用語の定義

（ａ）異形鉄筋の径（本文、図、表において「d」で示す。）は、呼び名に用いた数値とする。

（ｂ）長さ、厚さの単位は、特記なき限りｍｍとする。

１．２　優先順位
　（ａ）設計図書間で配筋方法に相違がある場合の優先順位は以下のとおりとする。

１．特記仕様書（構造関係）

２-２　構造関係共通事項（配筋標準図、鉄骨標準図）

２．図面

３．国土交通省大臣官房官庁営繕部制定「公共建築工事標準仕様書（建築工事編）（令和4年版）」

２-１　構造関係共通事項（配筋標準図、鉄骨標準図）を除く図面

構造関係共通事項

（ｃ）構造関係共通図（鉄骨標準図）は、鉄骨造及び鉄骨鉄筋コンクリート造における鉄骨の加工、組立の一般的な標

　　　準図とする。

EW○○
EKW○○ 耐力壁の種別

50

建　築

径

表1.3　梁貫通孔記号　

区分 75 100 125 150 175 200 225 250 275 300 325 350 375 400

記号（建築用）

管名

表1.4　スリーブ材質の凡例　

鋼管

SP（白管）

溶融亜鉛めっき鋼板

GA

硬質塩化ビニル管（薄肉管）

VU

つば付き鋼管（黒管）

RS

建築用以外のスリーブ材質は各工事による。

総

則

構造関係共通図（配筋標準図）

（ａ）構造関係共通事項は、構造関係の共通的事項と、構造関係共通図（配筋標準図）、構造関係共通図（鉄骨標準図）

から構成される。

b

ba

（ｃ）その他の鉄筋の継手及び定着

（注）１．片持ちスラブ先端、壁筋の自由端側の先端で90°フック又は135°フックを用いる場合は、余長を4d以上とする。

　　２．90°未満の折曲げの内法直径は構造図による。

（幅止め筋）

１ｈ

のみ込ませる。

（注）1.　　　　は、表3.4の鉄筋の投影定着長さを示す。La、Lb

Lb（ただし、梁幅の1/2倍以上)

　　　　　なお、片持小梁及び片持スラブの場合は、20d及び10dを25d以上とする。

１

　　　７．Ｌ　 L　 ：構造計算ルート1及びルート2の仕様規定による場合は、40d以上を確保する。（令73条3項）２, ２ｈ

（２）鉄筋の重ね継手の長さは、表3.1による。

L

L

溶
接
継
手

・

A1　S=1/
A3　S=1/

S -

工事名称

図面名

設計番号 作成日 縮尺

種別

通し番号

構造関係規定に適合することを確認した 設備関係規定に適合することを確認した

04632-010

総括 担当

一級建築士事務所　登録番号　宮城県知事登録　第22210181号

建設コンサルタント　登録番号　建01第843号

一級建築士第315658号　飯柴耕一

南相馬市新庁舎建設建築主体工事

株式会社 佐藤総合計画 -
-

一級建築士第323340号　高橋英雄
一級建築士第374585号　古川侑慧

一級建築士　第359849号
設備設計一級建築士　第4808号 　渡邉　森

一級建築士　第306020号
構造設計一級建築士　第5334号 檜垣　進司

005

-
-

構造関係共通事項・共通図（配筋標準図）（１）



②Ｗ－Ⅰ形（溶接を行う）

（イ）

①Ｈ形

③ＳＰ形（スパイラル筋）

（ロ） （ハ） （ニ）

（注）溶接は、鉄筋の組立前に行う。

６．１　柱主筋の継手、定着及び余長

６　柱の配筋

６．２　帯筋組立の形及び割付け

７　梁の配筋

５　基礎及び基礎梁の配筋

（１）梁筋は、連続端で柱に接する梁筋が同数の時は柱をまたいで引き通すものとし、鉄筋の本数が異なる場合は

図5.1のように反対側の梁に定着する。外端部や隅部等では折り曲げて定着する。

図5.1　梁筋の基礎梁内への定着

（２）（１）ができない場合は、梁筋を柱内に定着するものとし、7.1（ａ）（２）による。

（ａ）一般事項

５．１　基礎梁主筋の継手、定着及び余長

７．１　大梁（5.1基礎梁以外の大梁に限る）主筋の継手、定着及び余長

柱

梁 梁
２Ｌ

図5.2　主筋の継手，定着及び余長（その１）

継手長さ

継手長さ

 /4 0

15d（余長）

（ｂ）独立基礎で基礎梁にスラブが付かない場合の主筋の継手，定着及び余長

（ｃ） 独立基礎で基礎梁にスラブが付く場合の主筋の継手，定着及び余長

　　ただし，耐圧スラブが付く場合は，（ｄ）による。

継手長さ

図5.4　主筋の継手，定着及び余長（その３）

（ｄ）連続基礎及びべた基礎の場合の主筋の継手，定着及び余長

≧100

aＬ

aＬ

 /2 0  /4 0

 

 0

継手長さ 15d（余長）

 /2 0  /4 0

 0

 /4 0

15d（余長）

20d（余長）

20d（余長）

継手長さ

 /2 0  /4 0

 0

 /4 0

20d（余長）

継手長さ 15d（余長）

２Ｌ

図5.5　あばら筋組立の形及びフックの位置

一般の場合

≧8d

（ａ） あばら筋組立の形及びフックの位置は，7.2(a)による。ただし，梁の上下にスラブが付く場合で，かつ，

梁せいが1.5m以上の場合は，図5.5によることができる。

d

重ね継手とする場合

１hＬ

継手

（注）1.　柱の四隅にある主筋で，重ね継手の場合及び最上階の柱頭にある場合には，フックを付ける。

2.　隣り合う継手の位置は，表3.2による。

図6.1　柱主筋の継手，定着及び余長

≦
3
h
o
/
4

h
o

定着

h
o
/
2
+
1
5
d

1
5
d

かぶり厚さ

が多い場合

上階の鉄筋

下階の鉄筋

が多い場合

≧150 ≧150

≦
3
h
o
/
4 h
o

h
o

２
Ｌ

 
以

上

２
Ｌ

２
Ｌ

２
Ｌ

1
5
d

h
o
/
2
+
1
5
d

(2) フック及び継手の位置は，交互とする。

(3) 溶接する場合の溶接長さＬは，両面フレア溶接の場合は5d以上，片面フレア溶接の場合は10d以上とする。

(5) Ｈ形の135°曲げのフックが困難な場合は，Ｗ－Ⅰ形とする。

≧6d

Ｐ
＠

≧40d

≧8d

Ｐ
＠

Ｐ
＠

Ｐ
＠

Ｌ

d

Ｌ Ｌ

≧6d

Ｌ

≧6d

≧6d

(4) ＳＰ形において，柱頭及び柱筋の端部は1.5巻以上の添巻きを行う。

（イ） （ロ） （ハ）

（イ） （ロ）

④丸形

（イ） （ロ）

図6.3　帯筋の割付け

上下の柱断面寸法が異なる場合，

太い鉄筋又は同径のものを２本
帯筋は，一般の帯筋より１サイズ

重ねたものとする。

梁面より割り付ける。

帯筋

（注）柱に取り付く梁に段差がある場合，帯筋の間隔を1.5P ＠または1.5P ＠とする範囲は，その柱に

　　取り付くすべての梁を考慮して適用する。

　　  なお，P  ＠，P  ＠は，特記された帯筋の間隔を示す。

１

１

２

２

１1.5P ＠

１P ＠

２1.5P ＠

２P ＠

１1.5P ＠

図7.1　梁主筋の梁内定着

柱

梁 梁

(1) 梁主筋は，連続端で柱に接する梁の主筋が同数の時は柱をまたいで引き通すものとし、鉄筋の本数が異なる場合には

図7.1のように反対側の梁に定着する。外端部や隅部等では折り曲げて定着する。

(2) 梁主筋を柱内に折り曲げて定着する場合は次による。

　　なお，定着の方法は，3.1(b)(2)による。

上端筋：曲げ降ろす。

下端筋：原則として曲げ上げる。

(ａ) 大梁主筋の継手及び定着の一般事項

　　

(3) 段違い梁は，図7.2による。

１サイズ太い鉄筋又は同径のもの

吊上げ筋は，一般のあばら筋より

を２本重ねたものとする。

D≦100
柱

梁 梁

図7.2　段違い梁

L2

図7.3　大梁の重ね継手、定着及び余長

Ｄ

最上階

15d(余長)

二段筋

継手長さ

継手長さ

一般階

上端筋

下端筋

（注）1.　継手中心位置は次による。

　　　上端筋：中央　 /2以内

　　　下端筋：柱面より梁せい(Ｄ)以上離し，　/4を加えた範囲以内

2.　2.異形鉄筋の末端部(2)で定めた鉄筋には，フックを付ける。

 0

 0

3.　　　　　　印は，継手及び余長を示す。　　

4.　破線は，柱内定着の場合を示す。

(ｂ) ハンチのない場合の重ね継手，定着及び余長

 /4 0  /2 0  /4 0

15d(余長)

15d(余長)

 /4 0 Ｄ

  0

２Ｌ ２Ｌ

15d(余長)

20d(余長)

図7.4　ハンチのある大梁の定着及び余長

最上階

二段筋

一般階

（注）1.　2.異形鉄筋の末端部(2)で定めた鉄筋には，フックを付ける。

2.　　　　　　印は，継手及び余長を示す。　　

4.　破線は，柱内定着の場合を示す。

１Ｌ

１Ｌ １Ｌ

１Ｌ

１Ｌ １Ｌ

3.　梁内定着の端部下端筋が接近するときは，　　　 　のように引き通すことができる。

(ｃ) ハンチのある場合の重ね継手，定着及び余長

15d(余長) 15d(余長)

 /4 0  /2 0  /4 0
 

 0

２Ｌ
２Ｌ

１Ｌ １Ｌ

５．２　基礎梁のあばら筋

aＬ

aＬ

aＬ

aＬ

aＬ

aＬ

aＬ

aＬ

aＬ

２Ｌ

aＬ

aＬ Ｌa

aＬ

aＬ

aＬ

aＬ

aＬ

aＬ

aＬ

aＬ

図5.3　主筋の継手，定着及び余長（その２）

③Ｗ－Ⅱ形

Ｌ/2

④Ｗ－Ⅲ形
Ｌ

Ｌ

（注）１．図示のない事項は、7.1による。

３．破線は、柱内定着の場合を示す。

２．　　　　　　　　　印は、継手及び余長位置を示す。

（注）１．図示のない事項は、7.1による。

３．破線は、柱内定着の場合を示す。

２．　　　　　　　　　印は、継手及び余長位置を示す。

（注）１．図示のない事項は、7.1による。

３．破線は、柱内定着の場合を示す。

２．　　　　　　　　　印は、継手及び余長位置を示す。

図6.2　帯筋組立の形

※ Ｌa の数値は原則として柱せいの3/4倍以上とする。

※ Ｌa の数値は原則として柱せいの3/4倍以上とする。

※ Ｌa の数値は原則として柱せいの3/4倍以上とする。

※ Ｌa の数値は原則として柱せいの3/4倍以上とする。

※ Ｌa の数値は原則として柱せいの3/4倍以上とする。

（ａ）柱主筋の継手、定着及び余長の一般事項

（２）継手、定着及び余長は図6.1による。ただし、柱頭定着長さL  を確保できない場合は構造図による。2

（ａ）帯筋の種類及び間隔は、構造図による

（ｂ）帯筋の割付けは、図6.3による。

 ガス圧接を例として示す

（注）斜線は継手範囲

 /4 0  /2 0  /4 0

 0

 /4 0  /2 0  /4 0

 0

 ガス圧接を例として示す

 /4 0  /2 0  /4 0

 0

 ガス圧接を例として示す

（注）斜線は継手範囲

（注）斜線は継手範囲

5
0
0
以

上
,
か

つ
,
1
5
0
0
以

下
5
0
0
以

上
,
か

つ
,
1
5
0
0
以

下

（１）継手の中心位置は、梁上端から500㎜以上、1500mm以下かつ、3h  /4（h  は柱の内法高さ）以下とする。 0  0

２Ｌ ２Ｌ

２Ｌ ２Ｌ

２Ｌ ２Ｌ

２Ｌ ２Ｌ

２Ｌ ２Ｌ

２Ｌ

※

※ ※
２Ｌ ２Ｌ

※

※
※

※
２Ｌ

２Ｌ ２Ｌ

２Ｌ

２Ｌ

※

※

※

※

２Ｌ

２Ｌ

２Ｌ

※

※※

※

※

※※

※

※※

※

２Ｌ

（注）(1) H形を標準とする。

２Ｌ ２Ｌ

拘束筋(逆U字形落し込み筋)を

大梁帯筋と同径で各方向3組以上

配筋する。

【免震装置上部の梁に適用】

A1　S=1/
A3　S=1/

S -

工事名称

図面名

設計番号 作成日 縮尺

種別

通し番号

構造関係規定に適合することを確認した 設備関係規定に適合することを確認した

04632-010

総括 担当

一級建築士事務所　登録番号　宮城県知事登録　第22210181号

建設コンサルタント　登録番号　建01第843号

一級建築士第315658号　飯柴耕一

南相馬市新庁舎建設建築主体工事

株式会社 佐藤総合計画 -
-
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構造関係共通図（配筋標準図）（２）



７．２　あばら筋（5.2基礎梁のあばら筋以外に限る）の組立の形及び割付け等

７．３　小梁主筋の継手、定着及び余長

７．４　片持梁主筋の継手、定着及び余長

８　壁及びその他の配筋

８．４　壁の開口部補強

９　スラブの配筋

８．１　壁の配筋

９．１　スラブの配筋

（注）1.　(イ)形を標準とする。ただし，Ｌ形梁の場合は，(ロ)又は(ハ)，Ｔ形梁の場合は，(ロ)～(ニ)と

　　することができる。

2.　フックの位置は，(イ)の場合は交互とし，(ロ)の場合は，Ｌ形ではスラブの付く側，Ｔ形では交

図7.5　あばら筋組立の形

（イ）

d

（ロ） （ハ） （ニ）

　　互とする。なお、(ハ)の場合は床板の付く側を90°折り曲げとする。

図7.6　あばら筋の割付け（その１）

≧8d

P＠
＝30

≦P＠

Ｄ

・
・ ＝30・

・

Ｄ

P＠

≦P＠ ≦P＠

P＠P＠

≦P＠

(1)　間隔が一様で，ハンチのない場合

(2)　間隔が一様で，ハンチがある場合

≧6d

≧8d

≧6d

≧8d

(ａ) あばら筋組立の形及びフックの位置

(ｂ) あばら筋の割付け

（注）1. 腹筋に継手を設ける場合の継手長さは，150mm程度とし、柱等への、のみこみ長さは図7.6による。

2. 幅止め筋及び受け用幅止め筋は，Ｄ10-1,000＠程度とする。

図7.8　あばら筋の割付け（その３）

（注）1.　あばら筋は，柱面の位置から割り付ける。

2.　図中のＰ＠，Ｐ'＠は，特記されたあばら筋の間隔を示す。

(3)　梁の端部で間隔の異なる場合

P＠

Ｄ

P'＠

図7.9　腹筋及び幅止め筋

Ｄ
腹筋
2-D10

幅止め筋

2-D10

2-D10

2-D10

2-D10

2-D10

600≦Ｄ＜900 900≦Ｄ＜1,200 1,200≦Ｄ＜1,500

(ｃ) 腹筋及び幅止め筋

≦P'＠

 /4 0  /4 0

 

 0

P'＠

外端

（定着）

20d(余長） 20d(余長)

連続端

 /4 0  /2 0  /4 0

連続端

(ａ)　連続小梁の場合

図7.10　小梁主筋の継手，定着及び余長（その１）

15d(余長)15d(余長)bＬ

３Ｌ ｈ

 /2 0 /4 0  /4 0  /2 0 /4 0  /4 0

 /6 0  /12 07  /4 0

 

 0  0

２Ｌ

20d(余長) 20d(余長)

15d(余長)15d(余長）

2.　梁内の定着筋において梁せいが小さく垂直で余長がとれない場合，斜めにしてもよい。

(ｂ)　単独小梁の場合

端部

図7.11　小梁主筋の継手，定着及び余長（その２）

（注）1.　　　　　　　印は，余長位置を示す。　　

3.　図示のない事項は，5.1及び7.1に準ずる。

2.　先端の折曲げの長さＬは，梁せいからかぶり厚さを除いた長さとする。

3.　図示のない事項は，7.1による。

(ａ)　先端に小梁のない場合

図7.12　片持梁主筋の定着及び余長

Ｌ

最上階一般階

（注）1.　　　　　　　印は，余長位置を示す。　　

 /6 0

３Ｌ ｈ

外端

Ｌb

 /2 0 /4 0  /4 0

15d(余長)

20d(余長) 20d(余長)

 /3 02

 0

 /6 0

３Ｌ ｈ

15d(余長)

15d
aＬ

３Ｌ ｈ Ｌ

15d  /32

３Ｌ ｈ

２Ｌ

 /32

小梁外端部

水平断面

小梁連続端部

片持梁

垂直断面

先端小梁

(頭つなぎ梁)
先端小梁

片持梁

片持梁筋

2.　先端小梁終端部の主筋は，片持梁内に水平定着する。

3.　先端小梁の連続端は，片持梁の先端を貫通する通し筋としてよい。

(ｂ)　先端に小梁がある場合

図7.13　片持梁主筋の定着

（注）1.　図示のない事項は，(a)による。　　

折下げ

片持梁筋
折下げ

２Ｌ

２Ｌ

(ａ) 壁の配筋は表8.1により、種別の適用は構造図による。

表8.1　壁の配筋

断面図　　（mm）種別

D10-150@シングル

W12

W15A

W15B

W18A

W18B

W20A

W20B

D10-100@シングル

D10-200@ダブル

D10-150@ダブル

D10-200@ダブル

D10-150@ダブル

D10-200@シングル

縦筋及び横筋

120

150

180

200

（注）壁筋の配筋順序は，規定しない。

(ｂ) 片持スラブ形階段を受ける壁の基準配筋は表8.2により、種別の適用は構造図による。

表8.2　片持スラブ形階段を受ける壁の配筋

断面図　　（mm）種別

D13-200@ダブル

D10-200@ダブル

D13-150@ダブル

D10-200@ダブル

縦筋及び横筋

180

200

（注）縦筋は，横筋の外側に配筋する。

階段の配筋　

種別（表10.1)

KW1

KW2

縦筋

横筋

縦筋

横筋

KA1

KA3

KA2

KA4

図8.1　壁の配筋

　　開口部を避けて配筋できる場合は、補強を省略することができる。

4.  幅止め筋は，縦横ともD10-1,000@程度とする。

２Ｌ

P＠

≦P＠ ≦P＠

≦P＠

≦P＠

P＠

柱

梁

主筋位置

主筋位置

梁

主筋位置主筋位置

（注）1.　開口部は柱及び梁に接する部分又は鉄筋を緩やかに曲げることにより

１Ｌ

端部（垂直及び水平断面）

1-D13

図8.2　壁の交差部及び端部の配筋

交差部（水平断面）

2-D13

外壁の端部（垂直及び水平断面）

1-D13

1-D13

1-D13 1-D131-D13
2-D13

1-D13

2-D13

1-D13

2-D13 4-D13

２Ｌ継手長さ

２Ｌ

２Ｌ

２Ｌ ２Ｌ ２Ｌ ２Ｌ

２Ｌ

２Ｌ

(ａ) 耐力壁を除く壁開口部の補強筋は，Ａ形は表8.3，Ｂ形は表8.4とし、適用は構造図による。

縦横

補強筋
壁の種別

表8.3　壁開口部補強筋（Ａ形）

W18，W20 2-D13

斜め

1-D131-D13

2-D13

W12，W15

表8.4　壁開口部補強筋（Ｂ形）

縦横

2-D13

4-D13 2-D13

斜め

1-D13

壁の種別

W18，W20

W12，W15

補強筋

(ｂ) 壁開口部補強筋の定着長さは図8.3による。

開口

図8.3　壁開口部補強筋の定着長さ

１Ｌ

１Ｌ

１Ｌ

１Ｌ

表9.1　スラブの配筋（S形）

図9.1　スラブの配筋

配筋

D13-100@S 1

S 2

S 3

S 4

S 5

S 6

同　上

D13-150@

全域

（注）上端筋，下端筋とも同一配筋とする。

種別

 短辺方向（主筋）

全域

 長辺方向（配力筋）

S 7

同　上

同　上

同　上

    D10,D13-150@D13-100@

D13-150@

D13-150@

D10,D13-150@

D10,D13-150@

D10,D13-150@

D10-150@

長辺方向（配力筋）

短辺方向

短辺方向（主筋）

柱柱

柱 柱

大梁

大
梁

小
梁

長
辺

方
向

（注）1.　配筋の割付けは，中央から行い，端部は定められた間隔以下とする。

2.　鉄筋の重ね継手長さはL1とする。

配筋

S 8

S 9

S10

S11

S12

同　上

全域種別

 短辺方向（主筋）

全域

 長辺方向（配力筋）

同　上

同　上

D10-150@

D10-200@

D10-200@

D10,D13-200@

    D10,D13-150@

    D10,D13-200@

D10-250@

図9.3　スラブ筋の定着長さ及び受け筋（その２）

一般スラブの場合

（イ） （ロ） （ハ）

受け筋 (D13)

図9.2　スラブ筋の定着長さ及び受け筋（その１）

受け筋 (D13)

(D13)
受け筋

(D13)
受け筋

(D13)
受け筋

(D16)
受け筋

耐圧スラブの場合

２Ｌ

３Ｌ

ｂＬ

３Ｌ

ｂＬ

３Ｌ

ｂＬ

３Ｌ

ｂＬ

２Ｌ

８．２　壁の継手及び定着

８．３　壁の交差部及び端部の配筋

９．２　スラブ筋の定着及び受け筋

８．５　パラペット

2-D13

図8.4　パラペットの配筋

先端補強筋
2-D13
先端補強筋

4-D13
先端補強筋

2-D13 2-D13

２Ｌ ２Ｌ

2Ｌ

2Ｌ

Ｌb

2Ｌ

２Ｌ

２Ｌ

２Ｌ

２Ｌ

２Ｌ

図7.7　あばら筋の割付け（その２）

（注）1.　あばら筋は，柱面の位置から割り付ける。

2.　図中のＰ＠は，特記されたあばら筋の間隔を示す。

（注）1.　あばら筋は，柱面の位置及びハンチに切り替わる位置から割り付ける。

2.　図中のＰ＠は，特記されたあばら筋の間隔を示す。

3.  壁配筋の定着長さはＬ とする。２

(ａ)スラブの配筋は表9.1により、種別の適用及びスラブ厚さは構造図による。

(ａ) 壁の継手及び定着の一般事項

(ａ) 壁の交差部及び端部の配筋は図8.2による。

(ａ) パラペットの配筋は図8.4による。

(ｂ) コンクリート厚さ、縦筋、横筋の径及び間隔は構造図による。

(ａ)スラブ筋の定着及び受け筋は図9.2により、引き通すことができない場合は、図9.3により梁内に定着する。

※　L3hを確保できない場合は、図3.2（ロ）によることができる。

※1　Laの数値は原則として柱せいの3/4以上とする。

※2　L3hを確保できない場合は、図3.2（ロ）によることができる。

※ ※

※2 ※2

※1

※

5.  原則として、柱及び梁内に、壁筋の継手を設けてはいけない。

S13

S14 同　上

D10-200@

D10-250@

    D10-200@

（注）1.　図中のP＠は，特記された壁筋の間隔を示す。

2.  壁配筋の重ね継手はＬ とする。１

A1　S=1/
A3　S=1/

S -

工事名称

図面名

設計番号 作成日 縮尺

種別

通し番号

構造関係規定に適合することを確認した 設備関係規定に適合することを確認した

04632-010

総括 担当

一級建築士事務所　登録番号　宮城県知事登録　第22210181号

建設コンサルタント　登録番号　建01第843号

一級建築士第315658号　飯柴耕一

南相馬市新庁舎建設建築主体工事

株式会社 佐藤総合計画 -
-

一級建築士第323340号　高橋英雄
一級建築士第374585号　古川侑慧

一級建築士　第359849号
設備設計一級建築士　第4808号 　渡邉　森

一級建築士　第306020号
構造設計一級建築士　第5334号 檜垣　進司
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-
-

構造関係共通図（配筋標準図）（３）



（ａ）梁貫通孔補強筋の名称等は図11.1による。

９．３　片持スラブの配筋

９．６　出隅部及び入隅部の補強

１０　階段の配筋

１０．２　二辺固定スラブ形階段の配筋

１１　梁貫通孔その他の配筋

１０．１　片持スラブ形階段の配筋

１１．１　梁貫通孔の配筋

表9.2　片持スラブの配筋（CS形）

D10,D13-150@

D10,D13-300@

D10-200@

D13-100@

D13-200@

D13-150@

D13-300@

上

下

CS2

CS1

　配筋種別 主筋

CS3

CS4
D10,D13-200@

D10-400@

D10-200@

D10,D13-200@上

下

上

下

上

下

上

下

CS6

CS5

CS7

上

下

上

下

　配筋種別 主筋

（注）先端の折り曲げ長さＬは，スラブ厚さよりかぶり厚さを除いた長さとする。

図9.4　片持スラブの配筋（ＣＳ１からＣＳ５）

D13(　≦1,000)
受け筋

先端部補強筋
2-D13

D16(　＞1,000)

配力筋

主筋

受け筋 D13

先端部補強筋
2-D13

配力筋

主筋

≦600

図9.5　片持スラブの配筋（ＣＳ６及びＣＳ７）

Ｌ

10d以上

Ｌ

D10-200@

垂れ壁のある場合

及び間隔に合わせる。
先端壁の縦筋の径

垂れ壁のない場合

1
0
0
以

下

先
端

壁
厚

以
上

図9.6　先端に壁が付く場合の配筋

2-D13

2-D13

２Ｌ

２Ｌ

1
0
0
以

下

先
端

壁
厚

以
上

２
Ｌ

1
0
0
以

下

出隅受け部配筋出隅部分補強配筋

図9.9　片持スラブ出隅部の補強配筋

(注)  ≧   とする

出隅部分の補強筋

一般スラブ配力筋

    2．出隅受け部配筋は柱又は梁にL　定着する。

出
隅

部
分

の
補

強
筋

補強筋の定着

１

１ ２

出隅受け部

(注)1.   ≧   とする１ ２

(ｂ) 片持ちスラブの出隅部

３
Ｌ

１
Ｌ

 
/
2

１

１Ｌ /2１

３Ｌ

１

2

 
/
2

１

２

１

 /2１

出隅部

図9.7　スラブ開口部の補強配筋

１Ｌ

１Ｌ

2. スラブ開口の最大径が両方向の配筋間隔以下で，鉄筋を緩やかに曲げることにより，開口部を避けて

１Ｌ

１Ｌ

１ｎ 本

２ｎ 本

(   )本
２ｎ 

２(   )本
１ｎ 

２

（注）1. スラブ開口によって切られる鉄筋と同量の鉄筋で周囲を補強し，偶角部に斜め方向に2-D13（  　=2Ｌ  )

　　シングルを上下筋の内側に配筋する。

　  配筋できる場合は，補強を省略することができる。

１

5－D10（　　=1,500）

図9.8　出隅及び入隅部の補強配筋

5－D10（　=1,500）

（注）補強筋を上端筋の下側に配置する。

(ａ) 屋根スラブの出隅及び入隅部

中間部

図9.10　打継ぎ補強配筋

ａ D13

スラブ筋と同径，

同材質，同間隔

端部

D13

(ａ) 土間スラブの打継ぎ補強（基礎梁とスラブを一体打ちとしないで打継ぎを設ける場合の補強）

２Ｌ ２Ｌ

２Ｌ

２
Ｌ

３
Ｌ

ａ
２

Ｌ

中間部

図9.11　土間コンクリートと基礎梁との接合部配筋

D13

土間コンクリート

補強筋の鉄筋径及

端部

D13

（ｂ） 土間コンクリートと基礎梁との接合部配筋

び間隔に合わせる

ａ
２

Ｌ

２Ｌ

ａ
２

Ｌ

２Ｌ

土間コンクリート補強筋

D10-300@

ｔ

配筋種別 KA1

配筋図

（注）1.　片持ちスラブ形階段を受ける壁配筋は，8.1(b)による。

2.　階段主筋は，壁の中心線を越えてから縦に下ろす。

3.　スラブ配力筋の継手及び定着の長さは，表3.3のＬ  とする。

　　　　

表10.1　片持スラブ形階段の配筋

図10.1　片持スラブ形階段配筋の定着

配筋種別

KA2

KA4KA3

D10-300@

D10-300@

ｔ

D13
D13

D10-300@

D10-300@

ｔ

D13
2-D13

ｔ

D13

D13

D10-300@

ｔ

ｔ

2-D13

D13配筋図

３

２Ｌ

２Ｌ

３Ｌ
２Ｌ

上端筋、下端筋とも（全域）配筋種別

KB2

KB1

KB3

KB4

KB5

KB6

KB7 D16-100@

D16-125@

D16-150@

    D13,D16-150@

D13-100@

D13-150@

D13-200@

表10.2　二辺固定スラブ形配筋

図10.2　二辺固定スラブ形階段配筋（その１）

D10-300@

D10-200@

t

D10

150

ｔ

D13

D10

D10

D13

D10-200@

ｔ

bＬ

２Ｌ
２Ｌ

２Ｌ

２Ｌ

３Ｌ

３Ｌ

bＬ

 0

図10.3　二辺固定スラブ形階段配筋（その２）

D10-300@
t

D10

D10

３Ｌ

３Ｌ

(注)　下図の場合にも二辺固定スラブ形階段配筋を準用する。

bＬ

 0

150

２Ｌ

 0

図11.1　梁貫通孔補強筋の名称等

あばら筋

溶接金網

リング筋

リング筋

突き合せ溶接

Ｄ/2

余長突出し

Ｄ

突出し

余長
かぶり

貫通孔外径

かぶり
余長

突出し

溶接金網

あばら筋

縦筋

斜め筋

ＭＨ形及びＭ形

縦筋斜め筋

縦筋

あばら筋

下縦筋

上縦筋

Ｈ形

上縦筋

斜め筋

横筋

下縦筋

あばら筋

縦筋

横筋

斜め筋

図11.2　補強筋の定着長さ

貫通孔が円形の場合

１Ｌ

１Ｌ

１Ｌ

９．４　片持ちスラブの先端に壁が付く場合の配筋

９．５　スラブの開口部の補強

９．７　スラブの打継ぎ補強等

２Ｌ
D13(　≦1,000)

受け筋

先端部補強筋
2-D13

D16(　＞1,000)

配力筋

主筋

Ｌ

３Ｌ

aＬ

２Ｌ

受け筋 D13

先端部補強筋
2-D13

配力筋

主筋

≦600

Ｌ

２Ｌ

aＬ

２Ｌ

(ａ)片持スラブの配筋は表9.2により、種別の適用及びスラブ厚さは構造図による。

（段差なし） （段差あり）

（段差なし） （段差あり）

(ａ)スラブ開口部の補強及び定着方法は構造図による。ただし構造図において軽微な開口として特記されたものの

開口補強については下記による事ができる。軽微な開口の特記は構造図による。

（土間スラブは土に接するスラブでS形の配筋によるものをいう。a>300の場合は構造図による。）

a≦300の場合

（土間コンクリートの補強筋は構造図による。なお、基礎梁との接合部は図9.11による。

a>300の場合は構造図による。）

a≦300の場合

(ａ) 片持スラブ形階段の配筋は表10.1により、種別の適用及びスラブ厚さ等は構造図による

(ａ) 二辺固定スラブ形階段の配筋は表10.2並びに図10.2、図10.3により、

種別の適用、スラブ厚さ等は構造図による。

２Ｌ

２Ｌ

２Ｌ

45゜ 45゜

図11.3 他の開孔を設けない範囲

Ｄ

図11.5　孔の上下方向の位置の限度

d

d

D

500≦D＜700 ･･････ d≧175

700≦D＜900 ･･････ d≧200

900≦D ･･････ d≧250

(ａ)片持スラブの先端に壁が付く場合の配筋は図9.6による。

    3．出隅受け部分（斜線部分）の補強筋は

構造図による。

（D10-200@）
（D10-200@）

8d以上

3. 開口のサイズ700mm角以下を適用範囲とする。

c）小開口が連続する場合

L
1

L
1

L1

L1

L1

L1100以上

斜め補助筋 D13 かつ
スラブ筋と同径以上

・開口間には2-D13を入れること。

b）開口が700mmを超える場合

周囲補強

L
2

L1

L1

斜め補強

L1

L
2

L1

・補強筋は特記による。

・補強筋は周囲の梁内に定着させること。

・上記補強方法を計画し、監督職員の承諾を得ること。

・開口間のあきは、原則として100mm以上とする。

・開口によって切断される鉄筋と同本数以上の鉄筋を
　左右に振り分けて配置すること。(上下筋共)

・上記補強方法を計画し、監督職員の承諾を得ること。

（ｂ）孔の径は、梁せいの1/3以下とし、孔が円形でない場合はこれの外接円とする。

（ｃ）孔の上下方向の位置は梁せい中心付近とし、梁中央部下端は梁下端より1/3Dの範囲には設けてはならない。

（ｄ）孔は、柱面から、原則として、1.5D(Dは梁せい)以上離す。ただし、基礎梁は柱面から 1.0ｍの範囲は開口を

（ｅ）孔が並列する場合の中心間隔は、孔の径の平均値の３倍以上とする。

（ｆ）縦筋及び上下縦筋は、あばら筋の形に配筋する。

（ｇ）補強筋は、主筋の内側とする。また、鉄筋の定着長さは、図11.2による。

（ｈ）孔の径が梁せいの1/10以下、かつ、150mm未満のもの（軽微な開口）で鉄筋を緩やかに曲げることにより、

　　　開口部を避けて配筋出来る場合において構造図に特記されたものは、補強を省略することができる。

（ｉ）溶接金網の余長は１格子以上とし、突き出しは10mm以上とする。

（ｊ）溶接金網の貫通孔部分には、鉄筋1-13Φのリング筋を取り付ける。

　　　なお、リング筋は、溶接金網に４箇所以上溶接する。

（ｋ）溶接金網の割付始点は、横筋ではあばら筋の下側とし、縦筋では貫通孔の中心とする。

45゜ 45゜

図11.4 孔を設けない範囲

大梁 小梁

　　　設けてはならない。

A1　S=1/
A3　S=1/

S -

工事名称

図面名

設計番号 作成日 縮尺

種別

通し番号

構造関係規定に適合することを確認した 設備関係規定に適合することを確認した

04632-010

総括 担当

一級建築士事務所　登録番号　宮城県知事登録　第22210181号

建設コンサルタント　登録番号　建01第843号

一級建築士第315658号　飯柴耕一

南相馬市新庁舎建設建築主体工事

株式会社 佐藤総合計画 -
-

一級建築士第323340号　高橋英雄
一級建築士第374585号　古川侑慧

一級建築士　第359849号
設備設計一級建築士　第4808号 　渡邉　森

一級建築士　第306020号
構造設計一級建築士　第5334号 檜垣　進司

008

-
-

構造関係共通図（配筋標準図）（４）



（ａ）控壁の配筋は、図11.3とし、控壁の配置は意匠図による。

（ｂ）帳壁が土間コンクリート上に設置される場合の補強は図11.4により、帳壁の配筋の定着長等は意匠図による。

１１．３　コンクリートブロック帳壁との取合い

表11.1　Ｈ形配筋

配筋

2-2-D13

斜め筋

（注）      　は，一般部分のあばら筋を示す。

種別

H1

H2

なし

2-2-D13

なし なし

縦筋 横筋 上下縦筋 配筋図

H3

H4

H5

H6

4-2-D16

4-2-D13

H7

4-2-D16

4-2-D19

4-2-D22

2-2-D13 2-2-D132-2-D13

4-2-D13 2-2-D13 3-2-D13

表11.2　M形配筋

M1

M2

なし

縦筋 溶接金網 配筋図

M3

M4 6-2-D13

4-2-D13

2-6φ-100@

4-2-D13

2-2-D13

配筋
種別

（注）     　は，一般部分のあばら筋を示す。

2-2-D13

なし

2-2-D13

なし

縦筋 溶接金網 配筋図

2-6φ-100@2-2-D13

4-2-D13 2-6φ-100@

2-2-D13

4-2-D13

4-2-D16

4-2-D19

4-2-D16

斜め筋

表11.3　MH形配筋

MH1

MH2

MH3

MH4

MH5

MH6

MH7

配筋
種別

（注）      　は，一般部分のあばら筋を示す。

図11.3　控壁の配筋（水平，垂直とも）

D13

D10 D10-200@

D16

コンクリートブロック帳壁

ｔ

２Ｌ

２Ｌ

図11.4　壁付き土間コンクリートの補強配筋

コンクリートの厚さ

D10-200@D10

コンクリートブロック帳壁

800

(ａ) 梁貫通孔の補強形式は表11.1～表11.3により、種別の適用、箇所数等は構造図による

１１．２　梁貫通孔の補強形式

A1　S=1/
A3　S=1/

S -

工事名称

図面名

設計番号 作成日 縮尺

種別

通し番号

構造関係規定に適合することを確認した 設備関係規定に適合することを確認した

04632-010

総括 担当

一級建築士事務所　登録番号　宮城県知事登録　第22210181号

建設コンサルタント　登録番号　建01第843号

一級建築士第315658号　飯柴耕一

南相馬市新庁舎建設建築主体工事

株式会社 佐藤総合計画 -
-

一級建築士第323340号　高橋英雄
一級建築士第374585号　古川侑慧

一級建築士　第359849号
設備設計一級建築士　第4808号 　渡邉　森

一級建築士　第306020号
構造設計一級建築士　第5334号 檜垣　進司
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-
-
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M12

高力ボルト

径

表1.4　高力ボルト径の記号　

区分

（F10T、S10T）

溶融亜鉛めっき高力ボルト
（F8T相当）

M16 M20 M22 M24 M12

普通ボルト

径

表1.5　普通ボルト径の記号　

区分 M16 M20 M22 M24

溶接方法

Ｌ－Ｐ
全周現場溶接

引出線 基準線 引出線
（折線）

断続溶接の間隔
断続溶接の長さ

基準線

現場溶接

全周溶接

溶接面

溶接継手

溶接方法

Ｌ－Ｐ
全周現場溶接

引出線

60°60°

基準線 引出線
（折線）

60°

断続溶接の間隔
断続溶接の長さ

基準線

現場溶接

全周溶接

溶接面

溶接継手

※特記なき限り、完全溶込溶接の溶接方法・溶接面は適切な溶接方法等による。

図2.1　溶接記号の記載例

構造関係共通図(鉄骨標準図)　

１ 縁端距離及びボルト間隔等

縁端距離及びボルト間隔は、表1.1による。ただし、引張材の接合部分において、せん断力を受けるボルトが

応力方向に３本以上並ばない場合の縁端距離は、特記による。特記がなければ、ボルト軸径の2.5倍以上とする。

表1.1　縁端距離及びボルト間隔　　（単位：ｍｍ）

ねじの呼び
縁端距離 ボルト間隔

e p

M12

M16

M20

M22

M24

40 60

45 70

epp

（１）縁端距離及びボルト間隔

（３）形鋼のゲージ及びボルトの最大軸径

形鋼のゲージ及びボルトの最大軸径は、表1.3による。

表1.3　形鋼のゲージ及びボルトの最大軸径　（単位：ｍｍ）

B

g
A

B
B

はＢ

A又

軸径

最大
B

軸径

最大

軸径

最大
B

45

50

60

65

70

75

80

90

100

125

130

150

175

200

25

28

35

35

40

40

45

50

55

50

50

55

60

60

35

40

55

70

90

12

16

16

20

20

22

22

24

24

24

24

24

24

24

100

125

150

175

200

250

300

350

400

56

75

90

105

120

150

150

140

140

40

70

90

※１

16

16

22

22

24

24

24

24

24

50

65

70

75

80

90

100

30

35

40

40

45

50

55

12

20

20

22

22

24

24

※１　千鳥打ちとした場合

また、アンカーボルトの縁端距離は特記による。

1

g 1 g 2

g 1

g 1g 2 g 2

g 1 g 2

g 3

g 3g 2

アーク手溶接、ガスシールドアーク半自動溶接、セルフ

突合わせ継手

Ｔ型継手

かど継手

分　　　　　　　　　　　類

 溶  接  面

溶 接 継 手

溶 接 方 法

隅肉溶接

部分溶込み溶接

両面溶接

フレア溶接

片面溶接

シールドアーク半自動溶接

エレクトロスラグ溶接

サブマージアーク自動溶接

完全溶込み溶接

記 号

Ｆ

２

ＦＬ

１

Ｐ

Ｅ

Ｔ

Ｌ

Ｂ

設計図中で使用する記号は、表2.1、表2.2、図2.1を標準とする。

アーク手溶接、ガスシールドアーク半自動溶接、セルフ

突合わせ継手

Ｔ型継手

かど継手

分　　　　　　　　　　　類

 溶  接  面

溶 接 継 手

溶 接 方 法

隅肉溶接

部分溶込み溶接

両面溶接

フレア溶接

片面溶接

シールドアーク半自動溶接

エレクトロスラグ溶接

サブマージアーク自動溶接

完全溶込み溶接

表2.1　溶接方法、溶接継手及び溶接面の分類別記号

記 号

Ｆ

２

ＦＬ

１

Ｐ

Ｅ

Ｔ

Ｌ

Ｂ

Ａ

Ｈ

２　溶接記号

３ 溶接継手の種類別開先標準

Ａ（サブマージアーク自動溶接）

19＜t≦40

7

2 t

35°

2

7

t

D1

D2

D1 = 2（t－2）/3

D2 =（t－2）/3

60°

2

6

t

45°

2

30°

t

6

t≦6

6＜t≦19

G

35°

G＝t

t

45° 30°

6

t

被覆アーク溶接、ガスシールドアーク溶接

及びセルフシールドアーク溶接

1（片面溶接）

突合わせ継手の開先標準

Ｈ

2（両面溶接）

60°

D1 =（t－6）/2

D2 =（t－6）/2

t2

60°

6

D2
t

D1

22＜t≦40

t2 6 t

12＜t≦22

60°

t

t≦12

t

( 　　　　　　　  　 )

（単位：ｍｍ）

1（片面溶接） 2（両面溶接）

6＜t≦19

19＜t≦40

1/4 t≦S≦10

7

7

2

35°

S

1/4 t≦S≦10

2
S

35°

SS

1/4 t≦S≦10

D1= 2（t－2）/3

D2=（t－2）/3

1/4 t≦S≦10

60°
7

D2=（t－6）/2

D1=（t－6）/2

60°

35°

35°

1/4 t≦S≦10

7

1/4 t≦S≦10

D1

D2
t 2

45°

S

t

t

S
S

2

45°

t

1/4 t≦S≦10

22＜t≦40

2

S

t 6

60°

S

D1

D2
t

12＜t≦22

S
2 t

S
S

6 t

60°

35°

1/4 t≦S≦10

6

2

S

Ｔ型継手の開先標準

1/4 t≦S≦10

t

6

t

35°
S

2 t t

Ａ（サブマージアーク自動溶接）

t≦6

被覆アーク溶接、ガスシールドアーク溶接

及びセルフシールドアーク溶接

1（片面溶接）

Ｈ

2（両面溶接）

t≦12

( 　　　　　　　  　 )
1（片面溶接） 2（両面溶接）

1/4 t≦S≦10

（単位：ｍｍ）

0

1/4 t≦S≦10

35°

7

S

45°

/ （t-2）/ （t-2）

S
S

t

1 3

2 2 3

S

60°

S

Ｈ（被覆アーク溶接、ガスシールドアーク溶接及びセルフシールドアーク溶接）

1（片面溶接）

部材が直交しない場合の開先標準

ｔ

6＜t≦40

≧
60
°

2（両面溶接）

2ｔ

6＜t≦19

≧
60
°

0

19＜t≦40

75
°

≧
45
°

1/4 t≦S≦10 1/4 t≦S≦10

（単位：ｍｍ）

19＜t≦40

7

2
2

7

D2

D1
t

S
2

7

t

1/4 t≦S≦10

t 2
S

t

7

2 t

S
6

D2

D1
t

19＜t≦40

2 t 6
S

t

G

35°

G＝t

かど継手の開先標準

35°45°

6

t t

50°

t t

Ａ（サブマージアーク自動溶接）

t≦6

被覆アーク溶接、ガスシールドアーク溶接

及びセルフシールドアーク溶接

1（片面溶接）

Ｈ

2（両面溶接）

t≦12

( 　　　　　　　  　 )
1（片面溶接） 2（両面溶接）

6＜t≦19 12＜t≦19

35° 45° 35°
60°

60°60°

1/4 t≦S≦10

D1= 2（t－2）/3

D2=（t－2）/3

1/4 t≦S≦10

D2=（t－6）/2

D1=（t－6）/2

1/4 t≦S≦10

（単位：ｍｍ）

S

S

隅肉溶接の開先標準

S

t

S

S

S S

t

S S

S

S

60°

2

S

60°

2

t

Ｈ（被覆アーク溶接、ガスシールドアーク溶接及びセルフシールドアーク溶接）

1（片面溶接）

t≦16

2（両面溶接）

t≦16 16＜t≦40

（単位：ｍｍ）

16≦t≦4012≦t≦40

22

13D 10

t 12

1211

1916

45°

S

3628

1413

25

15 15

32

16

40

S

D S

t

2

45°

S D1 D2 S

t

45°

15

部分溶込み溶接の開先標準

7

5

t

S

5

4

4

3

6

5

隅肉溶接のサイズ

11

8

9

7

8

6

10

8

13

10

12

9

14

10 11

2519

12

16

12

22

13 15

28

17

32

19

36

21

40

24

Ｈ（被覆アーク溶接、ガスシールドアーク溶接及びセルフシールドアーク溶接）

1（片面溶接） 2（両面溶接）

D1= (t－2）/2

D2=（t－2）/2

1/4 t≦S≦101/4 t≦S≦10

（単位：ｍｍ）

（単位：ｍｍ）

４ 鋼管分岐継手

５  鉄骨溶接施工

手溶接

（１）エンドタブ等

①エンドタブの形状は母材と同厚・同開先のものとする。

エンドタブ

裏当て金

10mm以上

m

m

溶接方法

半自動溶接

自動溶接

35以上

38以上

70以上

m

裏当て金の厚さ

FB（t×25㎜）

S

St

F1

FB（t×38㎜）

S

St

F1

（単位：ｍｍ）

6以上

9以上

12以上

t

溶接のサイズ （単位：ｍｍ）

裏当て金の厚さ S

t≦9

t＞9

5

9

溶接方法

手溶接

半自動溶接

自動溶接

t≧3のときS＝t

t＜3のときS＝3

3（軽量形鋼Ｖ形溶接）

d d

1（丸鋼等片面溶接）

d/2 d/2

d d

d/2 /2d

d d

/2 /2

/2

2（丸鋼等両面溶接）

d

d

d/2

/2 d

d/2

フレア溶接の開先標準

t＜3のときS＝3

t≧3のときS＝t

4（軽量形鋼レ形溶接）

S t t S

Ｈ（被覆アーク溶接、ガスシールドアーク溶接及びセルフシールドアーク溶接）

（単位：ｍｍ）

自動機械により開先加工を行う場合はこの限りではない。

適用管厚　3.2㎜≦t≦12㎜

交角　30°≦θ≦150°

A

B

C
θ

D

D

支管

主管

D-D断面図

主管の管軸と支管の管軸とは一致させること

A部断面

1.5t～2.0t

50°～60°
0～3

t

50°～60°

0～
3

B部断面

1.5t～2.0t

接線

t

1.5t～2.0t

0～3

t

1.5t～2.0t

C部断面

（単位：ｍｍ）

現　　　　　　　　　接

全　　　　　　　　　接

全　周　現　場　溶　接

断続溶接の長さ及び間隔

区　　　　分

場　 　溶

周　 　溶

補　助　記　号

Ｌ－Ｐ

現　　　　　　　　　接

全　　　　　　　　　接

全　周　現　場　溶　接

断続溶接の長さ及び間隔

区　　　　分

場　 　溶

周　 　溶

表2.2　溶接の補助記号

補　助　記　号

Ｌ－Ｐ

千鳥打ちのゲージ及びボルト間隔は、表1.2による。

表1.2　千鳥のゲージ及びボルト間隔　（単位：ｍｍ）

ゲージ
ねじの呼び

g
M12,M16,M20,M22

千鳥打ちのボルト間隔　Pt

M24

50

45

40

25

35

-

65

60

55

45

50

40

35

40

45

55

50

60

Pt

g

（２）千鳥打ちのゲージ及びボルト間隔

（２）裏当て金

裏当て金の溶接

①裏当て金の組み立て溶接は、接合部に影響を与えないように、エンドタブの位置又は梁フランジ幅の1/4の位置に行い、

梁フランジ両端から10mm以内の位置に行ってはならない。

②完全溶込み位置溶接の片面溶接に用いる裏当て金は原則としてフランジの内部に設置する。

（単位：ｍｍ）エンドタブの長さ

②エンドタブの鋼種、引張り強さによる区分は、母材と同等とする。

③スプライスプレートの材質、鋼種、引張り強さによる区分は、母材と同等とする。

④フィラープレートの材質は、SS400とする。

裏当て金の鋼種、引張り強さによる区分は、母材と同等とする。

（４）ボルト記号

A1　S=1/
A3　S=1/

S -

工事名称

図面名

設計番号 作成日 縮尺

種別

通し番号

構造関係規定に適合することを確認した 設備関係規定に適合することを確認した

04632-010

総括 担当

一級建築士事務所　登録番号　宮城県知事登録　第22210181号

建設コンサルタント　登録番号　建01第843号

一級建築士第315658号　飯柴耕一

南相馬市新庁舎建設建築主体工事

株式会社 佐藤総合計画 -
-

一級建築士第323340号　高橋英雄
一級建築士第374585号　古川侑慧

一級建築士　第359849号
設備設計一級建築士　第4808号 　渡邉　森

一級建築士　第306020号
構造設計一級建築士　第5334号 檜垣　進司

010

-
-

構造関係共通図（鉄骨標準図）（１）



（３）スカラップ

改良型スカラップ

①スカラップ半径Sr1は35㎜とする。Sr2は10㎜とする。

②スカラップ円弧の曲線は、フランジに滑らかに接するように加工し、複合円は滑らかに仕上げる。

従来型スカラップ

①スカラップ半径Srは35㎜とする。

t

（４）スニップカット

①スニップカット部は溶接により埋めるものとする。

スニップカット

t
Sc r

Sc

スニップカットの寸法　　　　　　

Sc 10 12 14 15

6 9 12 16以上

（５）溶接部分の段差

①完全溶込み溶接を行う部分の板厚の差による段違いが10㎜を超える場合

1/2.5以下

t1
t 2

520N級鋼

YGA-50W,50P

YGW-18,19

鋼材の種類

400N級鋼

490N級鋼

JIS Z 3214

YGA-50W,50P

JIS Z 3214

YGW-18,19

YGW-11,15

JIS Z 3211

溶接材料

JIS Z 3211

YGW-11,15

YGW-18,19

250以下30以下

350以下

350以下

250以下30以下

40以下

40以下

パス間温度

（℃）

350以下40以下

入熱

（KJ/cm）

YGW-18,19

YGW-11,15400N級STKR、

BCR及びBCP

YGW-18,19 250以下30以下
490N級STKR、

及びBCP

250以下30以下

350以下40以下

（７）鋼材と溶接材料の組み合わせと溶接条件

Ｈ

e  　1

Ｆ 　１

5
0

 
　

2 φ

補強プレート法

5
0

補強プレート

Ｆ 　１ 0～5 0～5

 　2Ｆ

ｔｔ

20

pw

LC

 　2Ｆ

fｔ 50

Ｆ 　1

Ｆ 　1

（１）鉄骨造及び鉄骨鉄筋コンクリート造の鉄骨梁ウェブ部材に貫通孔を設ける場合で貫通孔部分を補強する場合に適用する。

（２）貫通孔の内径寸法は、鉄骨せいの1/2以下かつ鉄筋コンクリート梁せいの1/3以下とする。

（３）貫通孔間隔は、両側の貫通孔径の平均値の、鉄骨造で２倍以上、鉄骨鉄筋コンクリート造で３倍以上確保する。

　1は3φまたは  2のうち小さい方とする。 （ｅ≧Ｈとする）

補強トラス法

60°

φ

50

100以下

(自然開先)

補強トラス

60° 0～5 0～5

B

ｔf

 　2Ｆ

fｔ   2F

TH

梁貫通孔の位置の限度（単位：ｍｍ）

φ

Ｈ：鉄骨せい

Ｄ：はりせい

φ：貫通孔内径寸法

（φ≦H/2かつφ≦D/3）

1
0
0

以
上

1
0
0

以
上

Ｈ

LC

　　　鉄筋と鉄骨相互のあき（bs）は、粗骨材の最大寸法の1.25倍以上とする。

梁の場合 柱の場合

125以上

(bs)

150

150

150

150

(b
s)

梁への定着方法

柱への定着方法

コーナー筋

　　　鉄筋を折り曲げる場合は、鉄筋の呼び名の数値の10倍以上直線に定着後、緩やかに折り曲げる。

D13以上の組立筋（柱幅≧700㎜）

組立筋

6φ－1000@

　　　方面溶接の有効長さ（Ｌ）は、鉄筋の呼び名の数値の10倍以上とする。ただし、溶接によらない場合は

135°曲げフックとする。

L

L

L

L

FL1

FL1

FL1

FL1

　　　鉄筋貫通孔の径

　　　①主筋の鉄筋貫通孔は、最大孔径に統一する。

　　　②鉄骨フランジには、鉄筋貫通孔を設けないものとする。

鉄筋の呼び名

鉄筋貫通孔の径

（単位：ｍｍ）

鉄筋貫通孔の位置（単位：㎜）

梁主筋

梁あばら筋

梁主筋

柱帯筋

直交梁

柱帯筋

柱主筋

柱主筋

梁上端主筋

梁下端主筋

柱主筋

柱帯筋位置

小梁下端主筋が貫通する場合 小梁下端主筋が貫通しない場合（単位：ｍｍ）

小梁下端主筋 小梁下端主筋

D10

21

D13

24

D16

28

D19

31

D22

35

D25

38

D29

43

D32

46

(
b
s
)

(b
s)

(
b
s
)

(bs)

(bs)70以上

40程度

７  広幅平鋼の取り扱い

（２）BH材のフランジ及びフランジに使用する外側スプライスプレートの適用幅及び厚さは下表による。

（１）BH材のフランジ及びフランジに使用する外側スプライスプレートは、PL表記であっても FB又はPLとする。

36

250

400

350

300

200

175

幅

100

150

125

6 129 16 2519

厚さ

22 28 32

450

500

40

６  梁貫通孔補強

Sr1

Sr2

Sr1

Sr2

Sr

Sr

※ ただし、既製形鋼のスニップカットについては、

　 Sc=r＋2により求めるものとする。

(単位：ｍｍ)

（４）梁貫通孔位置の限度は以下による。

※ 梁端に貫通孔を設ける場合は、原則として、

　 梁端から貫通孔の中心まで1.2Ｄ以上離し、

　 梁継手位置等にも留意する。

ｅ：材端と補強プレートとの間隔

（１）鉄骨のかぶり厚さ

（３）柱組立筋

（４）仕口部内の帯筋の加工及び組立

（２）壁筋の周辺部材への定着

８ 鉄骨と鉄筋コンクリート部分の取合い

Ｄ

（５）鉄筋貫通孔の径及び位置

注）材種・強度の異なる鋼材の溶接部については、高い強度の種類とすること。

A1　S=1/
A3　S=1/

S -

工事名称

図面名

設計番号 作成日 縮尺

種別

通し番号

構造関係規定に適合することを確認した 設備関係規定に適合することを確認した

04632-010

総括 担当

一級建築士事務所　登録番号　宮城県知事登録　第22210181号

建設コンサルタント　登録番号　建01第843号

一級建築士第315658号　飯柴耕一
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-
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構造関係共通図（鉄骨標準図）（２）



９－１　冷間成形角形鋼管

９．柱・梁接合部標準（ノンスカラップ採用）

１）通しダイアフラム

PL-(1)

空気抜き穴　20φ

PL-(1)

e1

e1

PL-(1)

PL-(1)

PL-(1)

PL-(1)

T1

F2

F2

B1

F2

P2

P2

B1

P2

T1

PL-(1)

T1

e2

≧
20

0

ダイアフラム

e2

B1

e2
e2

B1

・PL-(1)は柱の最大厚以上かつ梁フランジの最大厚が40mm未満の場合は２サイズ上、
40mm以上の場合は１サイズ上とする。材質は柱・梁フランジの強度の高い方のＣ材とする。

ダイアフラム内ダイアフラム

PL-(2)

PL-(2)は梁フランジの最大厚の１サイズ上とし、梁フランジと同材質とする。

PL-(1)

PL-(2)

PL-(1)

PL-(2)

F2

P2

e2
≧

20
0

２）内ダイアフラム

T1

・
・

e2は梁フランジを通しダイアフラム板厚内におさめるため3mm程度を標準とする。

e2

B1

15

R起点

15

R35

e1は柱の板厚が28mm未満の場合は25mm、28mm以上の場合は30mmとする。40mmを

・仕口部の鋼管（内ダイアフラム形式を含む）の板厚は、上下階の柱の厚い方とする。材質は

T1

F2

T1

T1

T1

P2

T1

T1
F2

９－２　ＳＲＣ造鉄骨

・PL-(1) は柱フランジの最大厚以上かつ梁フランジの最大厚が40mm未満の場合は２サイズ上、
40mm以上の場合は１サイズ上とする。材質は原則柱と梁フランジの強度の高い方のＣ材と

・PL-(2) は柱フランジの最大厚の1サイズ上とし、柱フランジと同材質とする。幅は上下柱フ

・PL-(3) は柱・梁ウェブのうち最大厚の２サイズ上とし、柱・梁ウェブと同材質とする。
・PL-(4) は柱フランジの最大厚の1サイズ上と梁フランジの最大厚の厚い方とし、材質は原則、

・PL-(5) は梁フランジの最大厚の１サイズ上とし、梁フランジと同材質とする。
・PL-(6) は柱・梁ウェブの最大厚の２サイズ上とし、PL-(5)の２サイズ下の板厚以上とする。

材質は柱・梁ウェブと同材質とする。

A

PL-(5)50R

PL-(5)

50
R

≧
15

0

25

PL-(1)

PL
-(

2)

PL
-(

3)

PL-(1)

PL-(1)

PL
-(

6)

e2
e2

e2

e2

PL
-(

3)

PL-(1)

PL
-(

2)

PL
-(

4)

PL
-(

4)

PL
-(

6)

≧
10

0
Sec. A

・PL-(2),(3),(4)はX・Y各方向毎に定める。

柱と梁フランジの強度の高い方のＢ材とする。

ランジの広い方と同じとする。

・e1は柱の板厚が40mm以下の場合は25mmとし、40mmを超える場合は特記による。
・e2は梁フランジを通しダイアフラム板厚内におさめるため3mm程度を標準とする。
・e3は梁フランジ、柱フランジ及び PL-(4) の最大幅に両側25mmを加えた幅とする。

25

PL-(1)

e3

e1 e1

F2 F2
B1

F2

F2

P2

P2
P2

T1

P2
B1 B1

T1

F2

F2

T1

B1

P2

P2

P2

P2P2

P2

P2
T1

・通しダイアフラム形式を原則とする。

・内ダイアフラム形式の場合は梁フランジは内ダイアフラム幅内におさめる。

・通しダイアフラム形式を原則とする。

９-３　プレート板厚サイズ

プレート板厚t（mm）

・40mmを超える場合は5mm毎とする。

6 9 12 16 19 22 25 28 32 36 40

超える場合は特記による。

原則、上下階の強度の高い方のＢ材とする。

する。

１０．柱継手標準

２）エンドダイアフラム方式-（ビルドボックス）

60
40

60

1040
40

40

40 50
40

60
60

130

H.T.B 3-M20

2SPL-12x80

PL-19
(SS400)

(SN490B)

15
0

PL-16

B1

40
60

1040
40

40

40 50
40

60

130

H.T.B 2-M20

2SPL-9x80

PL-16
(SS400)

(SS400)

15
0

・エレクションピースは請負者等の責任において建方時の安全性を考慮して十分な強度を有する

PL-9(SS400)

F3

B1

溶接Ｂ４の裏当金はテーパー付のものを使用すること。

１０－１　冷間成形角形鋼管・円形鋼管・ビルドボックス

・シーム部からエレクションピースをずらすこと。
・エレクションピースは溶接後に柱面より10mm以上の位置で切断すること。ただし、仕上げ等

に影響する場合は母材を痛めないように除去すること。

１０－２　ＳＲＣ造鉄骨

・ＳＲＣ柱の柱フランジが28mm以下の場合はボルト接合とし、28mmを超える場合は溶接

・ＳＲＣ柱のウェブ継手は溶接接合とする。

40
40

40
60

10
40

60

5040
130
40

60
60

7

2SPL-12x80

PL-19

H.T.B 3-M20

(SN490B)

(SS400)

PL-(1)

PL-(1)

75

75

・PL-(1)は下記とし材質は原則ウェブと同強度のＣ材とする。
tw≦25　　PL-16x75
tw＞25　　PL-（ウェブの2サイズ下）x75

P2

P2 B1

円形 角形・ビルドボックス

B＜700 ※＝100 
B≧700 ※＝150 

※

F2

B

F2

F2

接合とする。

ものを使用すること。

１）さや管方式-（冷間成形角形鋼管・円形鋼管）

・

・どちらのタイプでも可とする。

FL

H

FL

H

FL

H

・ＳＲＣ柱は現場溶接接合とする。

A1　S=1/
A3　S=1/

S -
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１１－１　ブラケットタイプ

１１．梁継手標準

１）ボルト接合

フィラープレート

フィラープレート

・1mmを超える肌すきが生じる場合はフィラープレートを挿入すること。またフィラプレートの
材質はSS400とする。

２）溶接接合

L

L

中央梁フランジが28mm以下の場合はボルト接合とし、28mmを超える場合は溶接接合とする。・

B1

１１－３　ピン接合

１１－２　梁剛接合

同厚以上とする。

T1

h≧100 h<100

A

Sec. A

PL-12
R25

20
0

20

20

10

小梁ウェブの

h

h

H

L≧2hL

B1

F2 F2
F2

F2

B1

B1

F2

F2

TYPE A

スチフナーウェブ スチフナー

スニップカット
10

10R＋
2

45°

R

スニップカット

R2
0

10

10

20

10

R2
0

a

010 10

b
TYPE B TYPE C

詳細 a 詳細 b

廻し溶接廻し溶接

a b

10

10

10 10

※

フランジ フランジ
※

１２－１　スタッドコネクター取合要領

１２．梁加工標準

・

GPL-9 2-M22
L-75x75x6(tf＜32)

30°

１２－２　座屈止め

2
100

n

3
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B
小　梁

≧200
180

100150
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130

t h

B

t

P

h

n：1列の本数

・（）付きはスパン10m以上の場合に適用する。

座屈止めの設置は特記による。

h

2Ls-75x75x6(tf≧32)

GPL-9 2-M20

GPL-9

h≧H／2 かつ h＞300の場合

tf
H

n

つづりボルト
1-M20-@1,000
GPL-9

小口を含めた当該範囲は１パスとする。

・頭付きスタッドのピッチ（梁の材軸方向の間隔）は、軸径の7.5倍以上、かつ、600ｍｍ以下

・
山のピッチに合わせてよいこととする。
合成デッキ、１方向デッキで小梁の上をデッキが渡る場合は、スタッドのピッチをデッキの

とする。
頭付きスタッドのゲージ（梁の材軸と直角方向の間隔）は、軸径の５倍以上とする。・
フランジ縁と頭付きスタッドの軸心との距離は、40ｍｍ以上とする。・
大梁の床スラブの縁辺から頭付きスタッドの軸心までの距離は、100ｍｍ以上とする。・
頭付きスタッドのコンクリートかぶり厚さは、あらゆる方向について、30ｍｍ以上とする。・
ただし、デッキプレートの溝幅によって制限される場合は除く。
ウェブ直上に溶接される場合を除き、溶接する頭付きスタッドの軸径は、フランジ板厚の・
2.5倍以下とする。
合成スラブ用デッキプレートを使用する場合、頭付きスタッドの長さはデッキ高さに30ｍｍ
を加えたもの以上とする。

・

B

t

P

h

n

2パス目以降

150(250)
150(250)
150(250)

10

スニップカット

１３－１　デッキプレート受け

１３．その他の加工標準

デッキ受けPL-6x65

A

2020

F1

F1

デッキ受けPL-6x65

デッキスラブ方向
※デッキ受けプレートはフランジ面

から1mm程度下げること。

Sec. A

※

デッキ受けPL-6x65

F1

T1

※
※

同強度のＣ材とする。

F2

１３－２　柱梁折曲要領

梁フランジと同厚とし材質は

※

同強度のＣ材とする。
柱の最大厚と同厚とし材質は

１３－３　仕上材等の取付プレート

・仕上の取付プレートの溶接は原則工場溶接とし、母材を痛めないように注意すること。
・廻し溶接が不要な部分は小口面から10mm手前で溶接を止めること。

10

10

10

H形鋼

鋼管

※

・※は25mmを標準とし、詳細寸法は原寸図又は工作図等で決定のこと。

50 30 50

T1

T1

T1

１３－４　鉄筋貫通孔

・方向別の鉄筋レベルを考慮してウェブプレートに貫通孔を設けること。
・鉄筋孔が下図のようにフランジ面に近接する場合(15mm以下)はU字形に孔をあけてもよい。
・鉄筋が斜めに貫通する場合は孔を大きくしてもよい。ただし、工事監理者の承諾を受けること。

フランジ

ウェブ
鉄　筋

≦
15

１３－５　ＳＲＣ造柱のバンドプレート

※フランジ角部に溶け落ちを

バンドプレート
FB-9x100(SS400)

十字鉄骨

バンドプレート

フランジ

バンドプレート溶接要領

Ｌ字（Ｔ字）鉄骨A

詳細 A

30
0

30
0

　生じさせないこと。

１３－６　大梁カバープレート

（厚さはリストによる）
Cov.PL

（厚さはリストによる）

A部 B部

A 部

B 部

Cov.PL

Cov.PL
FB-9x25

フランジ

（SN490B）

15

フランジ

Cov.PL
（SN490B）

F1

外付タイプ内付タイプ

※ UT対象外とする

B1T1

B1

塞
ぎ

板

塞
ぎ

板

Cov.PL Cov.PL Cov.PL

Cov.PL
（SN490B）

塞ぎ板塞ぎ板

（厚さはリストによる）
Cov.PL

（厚さはリストによる）
Cov.PL

（厚さはリストによる）
Cov.PL

Co
v.

PL
同

厚
以

上
2P

L

カバープレート塞ぎ板要領

・カバープレートの材質は梁と同材質とする。

Cov.PL
（SN490B）

フランジは現場溶接とする

B1

・

nFL

Sec.AA

B1

L

e
ウェブと同厚・同材質とする。

R1
0t

f

PL-12
25R

20
0

20

20

10

L

e

R1
0t

f

A

１２－３　ハンチ要領

tf

F2

F2

F2
F2 F2

F2

tf

tf≧22

tf＜22

Sec. A

L≧5e

L≧5e

A1　S=1/
A3　S=1/

S -
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１４－１　Ｈ形梁剛接合（SN490級／F10T・S10T）

１４．ボルト継手標準

30
0

g1
35

g2
35

g2

1060
40

60〃〃
40

SPL-1

SPL-2

40 40
〃45 45〃

40
60〃〃60

40
10

g1 B
H

B

40
g2

g1
g2

40
40

0

60
〃

〃
60

40
40

(3
50

)

40
60
40
10

40
60

40

SPL-3

(3
5)

(3
5)

16 x 250 x 650

H.T.B.
200 M2016

FPL
12 x 200 x 530

SPL-1B 2SPL-2
12 x  80 x 530

g1 g2
120

〃19 16 x 200 x 6505 x 2 16 x  80 x 650〃
〃22 16 x 200 x 6505 x 2 16 x  80 x 650〃
〃25 16 x 200 x 7706 x 2 19 x  80 x 770〃
〃28 19 x 200 x 7706 x 2 19 x  80 x 770〃

19 5 x 2 16 x 100 x 650
22 〃 6 x 2 16 x 250 x 770 19 x 100 x 770

〃
〃

19 x 250 x 77025 6 x 2 19 x 100 x 770〃
〃28 19 x 250 x 8907 x 2 22 x 100 x 890〃

300 M2222 16 x 300 x 7107 x 2 19 x 110 x 710150
〃25 19 x 300 x 7107 x 2 19 x 110 x 710〃
〃28 19 x 300 x 8008 x 2 22 x 110 x 800〃

40
〃
〃

350 M22 19 x 350 x 6505 x 4 22 x 140 x 650140
〃

25
22 x 350 x 6505 x 4 25 x 140 x 650〃28

70
〃

400 M22 22 x 400 x 7706 x 4 22 x 170 x 77014025 90

x
4 x 2

フ　ラ　ン　ジ

〃 25 x 400 x 8907 x 4 25 x 170 x 890〃28 〃

１４－３　Ｈ形梁剛接合（SN400級／F10T・S10T）

16 x 250 x 530

200 M2016 12 x 200 x 410 12 x  80 x 410120
〃19 16 x 200 x 5304 x 2 16 x  80 x 530〃

22 16 x 200 x 530 16 x  80 x 530
25 16 x 200 x 530 19 x  80 x 530
28 19 x 200 x 6505 x 2 19 x  80 x 650

250 M2219 4 x 2 16 x 100 x 530150
22 〃 4 x 2 16 x 250 x 530 19 x 100 x 530〃

19 x 250 x 65025 5 x 2 19 x 100 x 650
28 19 x 250 x 6505 x 2 22 x 100 x 650

300 M2222 16 x 300 x 5305 x 2 19 x 110 x 530150
〃25 19 x 300 x 5305 x 2 19 x 110 x 530〃

28 19 x 300 x 6206 x 2 22 x 110 x 620

40
〃

350 M22 22 x 350 x 5304 x 4 22 x 140 x 530140
〃

25
22 x 350 x 5304 x 4 25 x 140 x 530〃28

70
〃

400 M22 19 x 400 x 5304 x 4 19 x 170 x 53025 90

3 x 2

400 M229  9 x 260 x 2904 x 2
〃12 〃 12 x 260 x 290

M229 5 x 2
〃12 〃

 9 x 320 x 290
12 x 320 x 290

M229 6 x 2
〃12 〃

 9 x 380 x 290
12 x 380 x 290

〃14・16 〃 16 x 380 x 290
700 8 x 2

〃
 9 x 500 x 290
12 x 500 x 290

〃 16 x 500 x 290
800 9 10 x 2

12 〃
 9 x 620 x 290
12 x 620 x 290

14・16 〃 16 x 620 x 290
900 12 x 2  9 x 740 x 290

12 x 740 x 290
16 x 740 x 290

1,000 14 x 2  9 x 860 x 290
12 x 860 x 290
16 x 860 x 290
19 x 860 x 290

〃19 19 x 740 x 290

ウ　ェ　ブ

フ　ラ　ン　ジ

500

600

〃 22 x 400 x 5304 x 4 22 x 170 x 53028 〃

・
・

柱のフランジ継手も上記にならう。

・
めっき部材については適用しないこと。

・
SPLは母材と同強度とする。

・
中央梁フランジが28mm以下の場合はボルト接合とし、28mmを超える場合は溶接接合とする。
ボルト本数は中央材の板厚による。

・フランジ幅が200のウェブ継手のボルトはM22をM20とする。

H.T.B.FPL SPL-1B 2SPL-2g1 g2

〃
〃
〃

〃
〃

〃

4 x 2
4 x 2

〃
〃
〃

〃
〃

〃

140
〃

〃

H.T.B.WPL 2SPL-3H

9
12

14・16

M22
〃
〃

M22
〃
〃

9
12

14・16

M22
〃
〃

〃
〃
〃

19

9
12

14・16
〃

M22
〃
〃

〃
〃
〃

m
w

nw

nF

m
F

nF

nF

m
F

m
F

nF mF
xnF mF

mw x nw

〃32 19 x 300 x 8008 x 2 22 x 110 x 800〃 〃
〃36 19 x 300 x 8008 x 2 22 x 110 x 800〃 〃

〃 22 x 350 x 6505 x 4 25 x 140 x 650〃32 〃

〃 25 x 400 x 8907 x 4 25 x 170 x 890〃32 〃

〃 25 x 400 x 8907 x 4 25 x 170 x 890〃40 〃

１４－４　Ｈ形梁剛接合（SN400級／F10T・S10T）

部　　材
2SPL-3P

ウェブ

2SPL-2

フランジ
H.T.B.

H-300x150x6.5x9 1202 x 2 2 x 1M20 9 x 150 x 290 6 x 200 x 1709 x  60 x 290

SPL-1

H-700x300x13x24

H-588x300x12x20

H-600x200x11x17

H-488x300x11x18

H-500x200x10x16

H-440x300x11x18

H-450x200x9x14

H-390x300x10x16

H-340x250x9x14

H-294x200x8x12

H-244x175x7x11

H-194x150x6x9

902 x 2 3 x 19 x 175 x 290 6 x 260 x 1709 x  70 x 290

603 x 2 4 x 19 x 200 x 410 9 x 260 x 1709 x  80 x 410

3 x 2 5 x 112 x 200 x 410 9 x 320 x 17012 x  80 x 410

3 x 2 5 x 112 x 200 x 410 9 x 320 x 17012 x  80 x 410

1203 x 2 4 x 212 x 200 x 410 9 x 440 x 29012 x  80 x 410

H-150x150x7x10

H-175x175x7.5x11

H-200x200x8x12

H-250x250x9x14

H-350x350x12x19

H-300x300x10x15

※602 x 2 2 x 1 9 x 150 x 290  6 x 140 x 230 9 x  60 x 290

602 x 2 2 x 1 9 x 175 x 290  9 x 140 x 170 9 x  70 x 290

3 x 2 3 x 1 9 x 200 x 410  9 x 200 x 170 9 x  80 x 410

4 x 2 3 x 212 x 250 x 530  9 x 200 x 29012 x 100 x 530

4 x 112 x 300 x 440  9 x 260 x 17012 x 110 x 440

5 x 112 x 300 x 440  9 x 320 x 17012 x 110 x 440

904 x 212 x 300 x 440 12 x 350 x 29012 x 110 x 440

1205 x 2 4 x 212 x 300 x 530  9 x 440 x 29016 x 110 x 530

606 x 2 9 x 119 x 300 x 620  9 x 560 x 17019 x 110 x 620

602 x 2 1 x 29 x 150 x 290 9 x  80 x 2909 x  60 x 290

601 x 2 9 x 175 x 290 9 x  80 x 2909 x  70 x 290

※602 x 1 9 x 200 x 290  6 x 140 x 2309 x  80 x 290

604 x 2 12 x 250 x 530  9 x 140 x 29012 x 100 x 530

1204 x 2 2 x 29 x 300 x 440  9 x 200 x 29012 x 110 x 440

603 x 4 3 x 212 x 350 x 410 12 x 200 x 29012 x 140 x 410

H-400x400x13x21 603 x 4 4 x 212 x 400 x 410 12 x 260 x 29016 x 170 x 410

H-400x200x8x13

H-350x175x7x11

・SPLは母材と同強度とする。
・

※印の継手はフランジのボルトと干渉しないように、ウェブのボルトを外側に半ピッチ
（30mm）ずらすこと。

１４－５　Ｈ形梁剛接合（SN400級／F8T）

H-300x150x6.5x9 1202 x 2 2 x 2M20 9 x 150 x 290 6 x 200 x 2909 x  60 x 290

H-700x300x13x24

H-588x300x12x20

H-600x200x11x17

H-488x300x11x18

H-500x200x10x16

H-440x300x11x18

H-450x200x9x14

H-390x300x10x16

H-340x250x9x14

H-294x200x8x12

H-244x175x7x11

H-194x150x6x9

902 x 2 3 x 19 x 175 x 290 6 x 260 x 1709 x  70 x 290

903 x 2 3 x 29 x 200 x 410 9 x 260 x 2909 x  80 x 410

1203 x 29 x 200 x 410 9 x 320 x 29012 x  80 x 410

904 x 212 x 200 x 530 9 x 350 x 29012 x  80 x 530

904 x 2 5 x 212 x 200 x 530 9 x 440 x 29012 x  80 x 530

H-150x150x7x10

H-175x175x7.5x11

H-200x200x8x12

H-250x250x9x14

H-350x350x12x19

H-300x300x10x15

※602 x 2 2 x 1M20 9 x 150 x 290 6 x 140 x 2309 x  60 x 290

602 x 2 2 x 29 x 175 x 290 9 x 140 x 2909 x  70 x 290

3 x 2 3 x 19 x 200 x 410  9 x 200 x 1709 x  80 x 410

4 x 2 3 x 29 x 250 x 530 9 x 200 x 2909 x 100 x 530

905 x 2 3 x 29 x 300 x 530 9 x 260 x 29012 x 110 x 530

606 x 2 5 x 212 x 300 x 620 9 x 320 x 29012 x 110 x 620

904 x 212 x 300 x 620 9 x 350 x 29012 x 110 x 620

905 x 212 x 300 x 620 9 x 440 x 29016 x 110 x 620

908 x 2 6 x 216 x 300 x 800 12 x 530 x 29019 x 110 x 800

602 x 2 1 x 29 x 150 x 290 9 x  80 x 2909 x  60 x 290

602 x 2 1 x 39 x 175 x 290 9 x  80 x 4109 x  70 x 290

※603 x 2 2 x 29 x 200 x 410 6 x 140 x 3509 x  80 x 410

604 x 2 2 x 29 x 250 x 530 9 x 140 x 2909 x 100 x 530

605 x 2 3 x 29 x 300 x 530 9 x 200 x 29012 x 110 x 530

603 x 4 3 x 312 x 350 x 410 12 x 200 x 41012 x 140 x 410

H-400x400x13x21 604 x 4 4 x 212 x 400 x 530 12 x 260 x 29016 x 170 x 530

H-400x200x8x13

H-350x175x7x11

・SPLは母材と同強度とする。
・

M20

M20

M20

M20

M20

M20

M20

M20

M20

M20

M20

M20

M20

M20

M20

M20

M20

M20

M20

M20

M20

4 x 2

4 x 2

4 x 2

2 x 2

2 x 2

2 x 2

60

60

60

60

60

60

部　　材
2SPL-3P

ウェブ

2SPL-2

フランジ
H.T.B. SPL-1

M20

M20

M20

M20

M20

3 x 2

4 x 2

M20

M20

M20

M20

M20

M20

M20

M20

6 x 2

6 x 2

60

60

M20

M20

M20

M20

M20

M20

M20

・
Pはウェブの部材せい方向のボルトピッチとする。

・※印の継手はフランジのボルトと干渉しないように、ウェブのボルトを外側に半ピッチ
（30mm）ずらすこと。

Pはウェブの部材せい方向のボルトピッチとする。

xnF mF mwxnw xnF mF mwxnw

12 x 250 x 410250 M2212 3 x 2 12 x 100 x 410150
16 〃 〃

〃 〃
12 x 250 x 4103 x 2 12 x 100 x 410

〃32 19 x 250 x 8907 x 2 22 x 100 x 890〃

H.T.B.
400 M22

WPL
 9 x 260 x 290

2SPL-3H
4 x 2

〃 〃 12 x 260 x 290
M22 5 x 2
〃 〃

 9 x 320 x 290
12 x 320 x 290

M22 6 x 2
〃 〃

 9 x 380 x 290
12 x 380 x 290

〃 〃 16 x 380 x 290
700 M22 8 x 2

〃 〃
 9 x 500 x 290
12 x 500 x 290

〃 〃 16 x 500 x 290
800 M229 10 x 2

〃12 〃
 9 x 620 x 290
12 x 620 x 290

〃14・16 〃 16 x 620 x 290

900 M229 12 x 2
〃12 〃

 9 x 740 x 290
12 x 740 x 290

〃14・16 〃 16 x 740 x 290
〃19 〃 19 x 740 x 290

ウ　ェ　ブ

500

600

9
12

14・16

9
12

14・16

9
12

9
12

mw x nw

〃19 〃 19 x 620 x 290

〃 25 x 400 x 8907 x 4 25 x 170 x 890〃36 〃

1,000 M229 14 x 2
〃12 〃

 9 x 860 x 290
12 x 860 x 290

〃14・16 〃 16 x 860 x 290
〃19 〃 19 x 860 x 290

・
・

柱のフランジ継手も上記にならう。

・
めっき部材については適用しないこと。

・
SPLは母材と同強度とする。

・
中央梁フランジが28mm以下の場合はボルト接合とし、28mmを超える場合は溶接接合とする。
ボルト本数は中央材の板厚による。

・フランジ幅が200のウェブ継手のボルトはM22をM20とする。

１４－２　Ｈ形梁剛接合（SN490級／F8T）

350 M2225
〃28

22 x 350 x 650 25 x 140 x 650
22 x 350 x 7706 x 4 25 x 140 x 770

フ　ラ　ン　ジ
H.T.B.FPL SPL-1B 2SPL-2g1 g2

5 x 4
xnF mF

140
〃

70
〃

ウ　ェ　ブ
H.T.B.WPL 2SPL-3H mw x nw

1,000 14 x 2 16 x 860 x 29016 M22

・
・

SPLは母材と同強度とする。

・
中央梁フランジが28mm以下の場合はボルト接合とし、28mmを超える場合は溶接接合とする。
ボルト本数は中央材の板厚による。

A1　S=1/
A3　S=1/

S -

工事名称

図面名

設計番号 作成日 縮尺

種別

通し番号

構造関係規定に適合することを確認した 設備関係規定に適合することを確認した

04632-010

総括 担当

一級建築士事務所　登録番号　宮城県知事登録　第22210181号

建設コンサルタント　登録番号　建01第843号

一級建築士第315658号　飯柴耕一

南相馬市新庁舎建設建築主体工事

株式会社 佐藤総合計画 -
-

一級建築士第323340号　高橋英雄
一級建築士第374585号　古川侑慧

一級建築士　第359849号
設備設計一級建築士　第4808号 　渡邉　森

一級建築士　第306020号
構造設計一級建築士　第5334号 檜垣　進司

014

-
-

構造関係共通図（鉄骨標準図）（５）



１５－１　梁貫通孔の制限

１５．梁貫通孔補強要領

≦1.2H

JOINT

φ≦1/4・H
スリーブ管付

≦1.2H

フランジ継手長さ

φ≦1/4・H
スリーブ管付

φ≦1/2（H-100）

ブラケット有 ブラケット無

@

H

≧50

≧0.5H

de

かつ かつ

≦1.0D

JOINT

φ≦1/6・D

φ≦1/4・H

≦1.0D

φ≦1/3・D

@

H

de

φ≦1/6・D

φ≦1/4・Hφ≦1/2・(H-100)

JOINT

D

かつ かつ

かつかつかつ

≧0.4D

１５－２　補強プレート形状

tf
H

tf

L/2
L

L/2

≧
50

de
≧

12
0

L=min（3φ,H-2tf-100）

20
50

≧
50

L

F2

12

9
9

9
9

9
9

96150
700

250
200

6
9

100

200
600

100
150

○

6

○

9

500
200
150
100

400

300
100
100

12
6

16

6
9

9
12

H φ
9

129
12

9
12

9

○

12
12

○

9

9
12

9

19
9
9

1614 19
WPL

150 9 12
6

96

12250 9 16 16

12300 9 12 16

12250 9
800

150
200

100
6
6

○
9
9

○

12 16 16
12
12

○

9
9

12
12

○ ○

9300 6 9 9 12
12350 9 12 16 16

12

9

12
96250

6 9250
300 6

1,000

150
200

100

300

○
6

○
○

9

○

9

100

900
200
150

○○

6
6

9
9

H φ
9

9
12

○
9

○
○ ○

○ ○

○ ○○
1614 19

WPL

9350 6 9 12
9400 12 16

12350 9 16
99400 6

9450 9 12

○印は補強不要、- 印はスリーブ不可とする。 ・

・中間値の梁成の補強プレートは小さい成と同一とする。

補強プレートの上下方向の中心は孔中心と合わせることを原則とし、上下位置限度までの移動

孔上下の補強プレート幅が50mm以下となる場合はプレート形状をＵ形とすることができる。

補強プレートの左右方向の中心は孔中心と合わせること。
スリーブ管付きの場合の補強プレート形状を算出する孔径は呼び径とする。

孔径が50mm以下は補強を不要とする。

ただし、工事監理者の承諾を受けること。

補強プレート端部はウェブスプライスプレート端部と50mm以上離すこと。

・

・

・

・

中間値の孔径の補強プレートは大きい径と同一とする。・

・

・

鉄骨材質は梁ウェブと同材質とする。・

小梁は補強プレートを不要とする。・

を許容する。

孔径が異なる場合の間隔の基準となる径は両方の平均値とする。・
小梁スリーブの孔径と間隔は中央部と同一とする。・
中央スリーブの柱端側への水平方向の位置は、スリーブの孔が端部の範囲にかからないこと。・
PL-12は2PL-6、 PL-14,PL-16は2PL-9に変更も可とする。・

１５－３　スリーブ管

200 200

ボイド管

鉄骨造（Ｓ造） 鉄骨鉄筋コンクリート造（ＳＲＣ造）

Ｓ造端部で補強プレートが不要な場合でもスリーブ管を設けること。・

スリーブ

t

補強プレート

t

F1

φ - 267.4 x 6.0
φ - 216.3 x 4.5
φ - 165.2 x 3.7
φ - 139.8 x 3.5
φ - 114.3 x 3.5

使用鋼管（STK400）
100

200
250

150
130

スリーブ呼び径

φ - 457.2 x 6.4
φ - 406.4 x 6.4
φ - 355.6 x 6.4
φ - 318.5 x 6.0

使用鋼管（STK400）

450
400

300
350

スリーブ呼び径

・補強プレートの溶接は角落ちを許容する。
孔切断面にノッチが生じないよう注意すること。・

・特記で長スパン梁等での規定緩和を定めた場合は特記を優先する。ただし、規定緩和は中央

下記のスリーブ補強工法の使用を可とする。ただし、工事監理者の承諾を受けて使用するこ・

制震部材が取り付く梁は貫通孔を不可とする。・

と。なお、使用範囲等の規定は評定条件によること。

部に限るものとする。

１５－４　その他

F2

F2

１）鉄骨造（Ｓ造）

２）鉄骨鉄筋コンクリート造（ＳＲＣ造）

ハイリング工法（センクシア）・ＯＳリング工法（岡部）

2PL-
PL-

2PL-

2PL-
2PL-

2PL-
2PL-

2PL-
2PL-

2PL-
2PL-

PL-

PL-
PL-

PL-
PL-

PL-
PL-
PL-

2PL-

2PL-

2PL-
2PL-

2PL-
2PL-

2PL-
2PL-

2PL-
2PL-

PL-

PL-

PL-
PL-

PL-
PL-

PL-
PL-
PL-

PL-

PL-
PL-

PL-
PL-

PL-
PL-
PL-

2PL-

2PL-
2PL-

2PL-
2PL-

2PL-
2PL-

2PL-

PL-
PL-

PL-
PL-

PL-
PL-
PL-

2PL-
2PL-

2PL-
2PL-

2PL-
2PL-

PL-
PL-
PL-

2PL-
2PL-

2PL-

PL-
PL-
PL-
PL-

62PL-

PL-
PL-
PL-
PL-

2PL-
2PL-

PL-
PL-
PL-
PL-

PL-
PL-
PL-
PL-

2PL-
2PL-

2PL-
2PL-

12
9
9
9

9
12

PL-
PL-
PL-
PL-

2PL-
2PL-

9
9
9

12
9

12

PL-
PL-
PL-
PL-

2PL-
2PL-

12PL-
12PL-
12PL-

PL-16

PL-
PL-
PL-
PL-

2PL-
2PL-

2PL-

12PL-
12PL-
12PL-
16PL-

2PL-
2PL-

12PL-
12PL-
12PL-
16PL-
122PL-
162PL-

≧0.5H

≧50

≧50

中央部間隔（@）
200＜φ＜300

@=700mm de≧120mm

孔径（φ） スリーブ管
の有無

上下位置
限度

端部範囲
のみ

φ≦200

@≧3・φ+100

φ≧300

@≧2・φ+100

端部（1.2H）
φ≦1/4・H
（１箇所）

中央部

φ≦1/2・(H-100)

全範囲

孔径（φ） スリーブ管
の有無

上下位置
限度

中央部間隔

@≧3・φ de≧120mm

端部（1.0D）
φ≦1/6・Dかつφ≦1/4・H

（１箇所）
φ≦1/3・Dかつφ≦1/2・(H-100)

（@）中央部

スリーブが並列する場合は原則、補強プレートは交互の面に配置する。・

2PL-

１４－６　Ｈ形剛柱剛接合（SN400級・SN490級／F10T・S10T・F8T）

H-340x250x9x14

H-294x200x8x12

H-244x175x7x11

H-194x150x6x9

H-150x150x7x10

H-175x175x7.5x11

H-200x200x8x12

H-250x250x9x14

H-350x350x12x19

H-300x300x10x15

※602 x 2 2 x 1M20 9 x 150 x 290 6 x 140 x 2309 x  60 x 290

602 x 2 2 x 29 x 175 x 290 9 x 140 x 2909 x  70 x 290

3 x 2 3 x 19 x 200 x 410  9 x 200 x 1709 x  80 x 410

4 x 2 3 x 212 x 250 x 530 12 x 200 x 29012 x 100 x 530

602 x 2 1 x 29 x 150 x 290 9 x  80 x 2909 x  60 x 290

602 x 2 1 x 29 x 175 x 290 9 x  80 x 2909 x  70 x 290

※602 x 2 2 x 19 x 200 x 290 6 x 140 x 2309 x  80 x 290

602 x 2 2 x 212 x 250 x 530 9 x 140 x 29012 x 100 x 530

1204 x 2 2 x 29 x 300 x 440 9 x 200 x 29012 x 110 x 440

603 x 4 3 x 412 x 350 x 410 12 x 200 x 29012 x 140 x 410

H-400x400x13x21 603 x 4 4 x 212 x 300 x 410 12 x 260 x 29016 x 170 x 410

部　　材
2SPL-3P

ウェブ

2SPL-2

フランジ
H.T.B. SPL-1

M20

M20

M20

60

60

M20

M20

M20

M20

M20

M20

M20

xnF mF nWxmw

H-390x300x10x16 12 x 300 x 440
12 x 110 x 440M20 4 x 2 3 x 2 9 x 260 x 29090

・SPLは母材と同強度とする。
・

※印の継手はフランジのボルトと干渉しないように、ウェブのボルトを外側に半ピッチ
（30mm）ずらすこと。

・
Pはウェブの部材正方向のボルトピッチとする。

１）SN400（F10T・S10T）

２）SN490（F10T・S10T）

部　　材
2SPL-3P

ウェブ

2SPL-2

フランジ
H.T.B. SPL-1

H-700x300x13x24

H-588x300x12x20

H-488x300x11x18

H-440x300x11x18 5 x 212 x 300 x 530  9 x 320 x 29012 x 110 x 530

605 x 212 x 300 x 530 12 x 320 x 29012 x 110 x 530

905 x 2 5 x 212 x 300 x 530  9 x 440 x 29016 x 110 x 530

607 x 2 7 x 219 x 300 x 710 16 x 440 x 29019 x 110 x 710

・SPLは母材と同強度とする。
・

M22

M22

M22

M22

5 x 2

5 x 2

60

Pはウェブの部材正方向のボルトピッチとする。

xnF mF

H-900x300x16x28

H-800x300x14x26 607 x 2 8 x 219 x 300 x 710 16 x 500 x 29019 x 110 x 710

608 x 2 9 x 219 x 300 x 800 16 x 560 x 29022 x 110 x 800

M22

M22

H-340x250x9x14

H-294x200x8x12

H-244x175x7x11

H-194x150x6x9

H-150x150x7x10

H-175x175x7.5x11

H-200x200x8x12

H-250x250x9x14

H-350x350x12x19

H-300x300x10x15

※602 x 2 2 x 1M20 9 x 150 x 290 6 x 140 x 2309 x  60 x 290

602 x 2 2 x 29 x 175 x 290 9 x 140 x 2909 x  70 x 290

3 x 2 3 x 29 x 200 x 410  9 x 200 x 2909 x  80 x 410

4 x 2 3 x 29 x 250 x 530 9 x 200 x 2909 x 100 x 530

602 x 2 1 x 29 x 150 x 290 9 x  80 x 2909 x  60 x 290

602 x 2 1 x 39 x 175 x 290 9 x  80 x 4109 x  70 x 290

※603 x 2 2 x 29 x 200 x 290 6 x 140 x 3509 x  80 x 290

604 x 2 2 x 29 x 250 x 530 9 x 140 x 2909 x 100 x 530

605 x 2 3 x 29 x 300 x 530 9 x 200 x 29012 x 110 x 530

603 x 4 3 x 312 x 350 x 410 12 x 200 x 41012 x 140 x 410

H-400x400x13x21 604 x 4 4 x 212 x 300 x 530 12 x 260 x 29016 x 170 x 530

部　　材
2SPL-3P

ウェブ

2SPL-2

フランジ
H.T.B. SPL-1

M20

M20

M20

60

60

M20

M20

M20

M20

M20

M20

M20

xnF mF

H-390x300x10x16 12 x 300 x 530
12 x 110 x 530M20 5 x 2 4 x 2 9 x 260 x 29060

・

SPLは母材と同強度とする。

・

※印の継手はフランジのボルトと干渉しないように、ウェブのボルトを外側に半ピッチ
（30mm）ずらすこと。

・

Pはウェブの部材正方向のボルトピッチとする。

３）SN400（F8T）

４）SN490（F8T）

部　　材
2SPL-3P

ウェブ

2SPL-2

フランジ
H.T.B. SPL-1

H-700x300x13x24

H-588x300x12x20

H-488x300x11x18

H-440x300x11x18 5 x 212 x 300 x 620  9 x 320 x 29012 x 110 x 620

606 x 212 x 300 x 620 9 x 380 x 29012 x 110 x 620

607 x 2 7 x 212 x 300 x 710 12 x 440 x 29016 x 110 x 710

608 x 2 8 x 216 x 300 x 800 12 x 500 x 29019 x 110 x 800

・

SPLは母材と同強度とする。

・

M22

M22

M22

M22

6 x 2

6 x 2

60

Pはウェブの部材正方向のボルトピッチとする。

xnF mF

H-900x300x16x28

H-800x300x14x26 609 x 2 10 x 219 x 300 x 890 12 x 620 x 29019 x 110 x 890

6010 x 2 12 x 219 x 300 x 980 12 x 740 x 29022 x 110 x 980

M22

M22

nWxmw

nWxmw

nWxmw

300
g1 35

g2
35

g2

10
60

40
60

〃
〃

40

SP
L-

1

SP
L-

2

40
40

〃
45

45
〃

40
60

〃
〃

60 40
10

g1
B

H

B
40 g2 g1 g2 40

400

60〃〃60
40 40

(350)

40
60 4010

40
60 40

SP
L-

3

(35) (35)

mw n w

nF

mF
mF mF

n F nF

A1　S=1/
A3　S=1/

S -

工事名称

図面名

設計番号 作成日 縮尺

種別

通し番号

構造関係規定に適合することを確認した 設備関係規定に適合することを確認した

04632-010

総括 担当

一級建築士事務所　登録番号　宮城県知事登録　第22210181号

建設コンサルタント　登録番号　建01第843号

一級建築士第315658号　飯柴耕一

南相馬市新庁舎建設建築主体工事

株式会社 佐藤総合計画 -
-

一級建築士第323340号　高橋英雄
一級建築士第374585号　古川侑慧

一級建築士　第359849号
設備設計一級建築士　第4808号 　渡邉　森

一級建築士　第306020号
構造設計一級建築士　第5334号 檜垣　進司

015

-
-

構造関係共通図（鉄骨標準図）（６）



A1　S=1/
A3　S=1/

S -

工事名称

図面名

設計番号 作成日 縮尺

種別

通し番号

構造関係規定に適合することを確認した 設備関係規定に適合することを確認した

04632-010

総括 担当

一級建築士事務所　登録番号　宮城県知事登録　第22210181号

建設コンサルタント　登録番号　建01第843号

一級建築士第315658号　飯柴耕一

南相馬市新庁舎建設建築主体工事

株式会社 佐藤総合計画 -
-

一級建築士第323340号　高橋英雄
一級建築士第374585号　古川侑慧

一級建築士　第359849号
設備設計一級建築士　第4808号 　渡邉　森

一級建築士　第306020号
構造設計一級建築士　第5334号 檜垣　進司

016

-
-

免震構造特記仕様書（１）



A1　S=1/
A3　S=1/

S -

工事名称

図面名

設計番号 作成日 縮尺

種別

通し番号

構造関係規定に適合することを確認した 設備関係規定に適合することを確認した

04632-010

総括 担当

一級建築士事務所　登録番号　宮城県知事登録　第22210181号

建設コンサルタント　登録番号　建01第843号

一級建築士第315658号　飯柴耕一

南相馬市新庁舎建設建築主体工事

株式会社 佐藤総合計画 -
-

一級建築士第323340号　高橋英雄
一級建築士第374585号　古川侑慧

一級建築士　第359849号
設備設計一級建築士　第4808号 　渡邉　森

一級建築士　第306020号
構造設計一級建築士　第5334号 檜垣　進司

017

-
-

免震構造特記仕様書（２）



免震構造特記仕様書（３） 【天然ゴム系積層ゴム支承・鉛プラグ挿入型積層ゴム支承・高減衰ゴム系積層ゴム支承】

A1　S=1/
A3　S=1/

S -

工事名称

図面名

設計番号 作成日 縮尺

種別

通し番号

構造関係規定に適合することを確認した 設備関係規定に適合することを確認した

04632-010

総括 担当

一級建築士事務所　登録番号　宮城県知事登録　第22210181号

建設コンサルタント　登録番号　建01第843号

一級建築士第315658号　飯柴耕一

南相馬市新庁舎建設建築主体工事

株式会社 佐藤総合計画 -
-

一級建築士第323340号　高橋英雄
一級建築士第374585号　古川侑慧

一級建築士　第359849号
設備設計一級建築士　第4808号 　渡邉　森

一級建築士　第306020号
構造設計一級建築士　第5334号 檜垣　進司

018

-
-

免震構造特記仕様書（３）



A1　S=1/
A3　S=1/

S -

工事名称

図面名

設計番号 作成日 縮尺

種別

通し番号

構造関係規定に適合することを確認した 設備関係規定に適合することを確認した

04632-010

総括 担当

一級建築士事務所　登録番号　宮城県知事登録　第22210181号

建設コンサルタント　登録番号　建01第843号

一級建築士第315658号　飯柴耕一

南相馬市新庁舎建設建築主体工事

株式会社 佐藤総合計画 -
-

一級建築士第323340号　高橋英雄
一級建築士第374585号　古川侑慧

一級建築士　第359849号
設備設計一級建築士　第4808号 　渡邉　森

一級建築士　第306020号
構造設計一級建築士　第5334号 檜垣　進司

019

-
-

免震構造特記仕様書（４）



Ｌ２
ﾋﾟｯﾁ
Ｐ

谷径
Ｄｏ

円形部

SD490

以下

SD490

以下

カプラー

15

10
12
13
14

16
20

継手長さ

Ｌ２
ﾋﾟｯﾁ
Ｐ

谷径

9
830

40

30
30

30

40
40
40
40

25.6
29.0
33.0
36.6
40.0
43.5
47.3
57.8

Ｄｏ

22.3

ネジ部形状寸法

D22
D25
D29
D32
D35
D38
D41
D51

34
38
43
48
53
57
62
76

円形部

D19 29

59.9
65.2
70.5

SD490

以下

52.6
57.8
62.0
67.3

32.6
37.9
42.1
47.3

84.0

57
62
67

36
40
45
50
55
59
64
80

SD490

以下

31

対辺　Ｂ 対角　Ｃ２

180
220
250
280
320
350
380
400
520

ネジテツコン　機械式継手標準書

Ｄ

Ｄ

Ｂ

機械式継手仕様

隣り合う継手の位置
全数(同列)継手で施工してよいものとする。

全
数

継
手 ｂ

ａ

ａ：鉄筋中心間隔はJASS5の呼び名の1.5倍+最外径以上。

ｂ：継手と継手のあきは粗骨材の最大寸法以上。

　鉄筋の間隔

継手の使用位置

Ｄ

Ｂ

▽ｎＦＬ

Ｄ

Ｂ

Ｂ
▽２ＦＬ

Ｂ
▽１ＦＬ

：一般的に降伏ヒンジ

　が想定される材端域

　を示す。

※材端域で継手を使用する

　認が必要。

　場合は、構造設計者に確

：材端域を示す。

継手部のせん断補強筋

　継手部のせん断補強筋のサイズを下げても、枚数を

増やすことによって必要せん断補強筋量を満たす。

　（目安として、１サイズダウンでピッチを倍）

Ｄ１３＠１００

Ｄ１０＠５０

Ｄ１３＠１００

Ｄ１３＠１００

継手作業資格

評定番号 （財）日本建築センターＡ級

適用サイズ

適用鋼種

D19～D51

SD295～SD490、USD590（D35～D41)

　　　BCJ評定－RC0209－04（USD590）

ネジテツコンＦタイプ継手

マーキングの長さ

Ｄ３２～Ｄ５１

Ｄ１９～Ｄ２９

鉄筋突合せ間隔許容範囲

Ｄ３２～Ｄ５１

Ｄ１９～Ｄ２９

グラウト材

簡易フロー合格値

1800ｇ～2000ｇ

グラウト材可使時間

０℃

２０℃

４０℃

６０分

１２０分

１２０分

使用水量
（SD490以下）

（USD590）

1500ｇ～1700ｇ

※

※

※グラフトＦ、グラウトＦＳ使用の場合

必要かぶり厚

必要かぶり厚（継手表面より）

設計図書以上

２時間耐火構造

３時間耐火構造

１時間耐火構造

躯体面

注）エポキシ剤注入の場合は、耐

　火性能を確保するため継手表面

　からのかぶり厚さを定める。

フリージョイント施工管理項目(目視確認)

鉄筋のマーキング範囲内にカプラーの両端が
入っている事を確認する。

フリージョイント施工管理項目(目視確認) マーキングの長さ

Ｄ３２～Ｄ５１

Ｄ１９～Ｄ２９

鉄筋突合せ間隔許容範囲

Ｄ３２～Ｄ５１

Ｄ１９～Ｄ２９

３０mm

０～２０mm

０～３０mm

簡易フロー合格値

1500ｇ～1700ｇ

グラウト材

使用水量

０℃

２０℃

４０℃

１２０分

１２０分

６０分

グラウト材可使時間

Ｆタイプ継手

形状

ネジテツコンＦＳタイプ継手

フリージョイント（ネジテツコンＦ＋ＦＳタイプ継手）

Ｆタイプ継手、ＦＳタイプ継手の養生
Ｌ１

長さ

十角部

USD590USD590

寸法表（カプラー）

※USD590はFタイプ継手のみ

十角部

USD590USD590

寸法表（カプラー）

Ｃ
1

Ｄ
ｉ

Ｄ
ｏ

Ｃ
2

Ｌ2

Ｌ1USD590のカプラーは鋼種マーク サイズマーク

Ｂ

※USD590の寸法は、十角部対辺(B)・対角(C2)について異なる。

形状

ＦＳタイプ継手

サイズマーク

Ｄ
ｉ

Ｄ
ｏ

Ｃ
2

Ｌ2 Ｂ

ＦＳ Ｃ
1

Ｌ1

１　かん合長さ検査

ＵＳＤ５９０　：グラウトＦＳ

ＳＤ４９０以下：グラウトＦ、グラウトＦＳ
　　　　　　　　またはエポキシ

ＦＳタイプ継手のグラウト材はグラウトＦＳのみとする。

２０mm

３０mm

０～２０mm

０～３０mm

120mm～200mm

６０mm以上

８０mm以上

２０mm 120mm～200mm

１

２

１

２

２

１

３

　　  BCJ評定－RC0112－08（SD490以下）

ＦＳ

設計図書以上のかぶり厚
継手部せん断補強筋より

継手部表面(十角部)より

継手部表面(十角部)より

２ ２時間耐火構造

１ １時間耐火構造

３ ３時間耐火構造

６０mm以上のかぶり厚

８０mm以上のかぶり厚

継手工事責任者及び継手作業者および工事管理者は、

東京鉄鋼(株)による仕様書の内容及び実技の講習を受け、

継手作業資格認定証を取得しなければならない。

１　グラウト材注入後の継手部は、振動や衝撃を与えないように静置し、約１日養生する。

・縦横筋を配筋・結束などして個々の鉄筋が動かないように固定する。
・接合する鉄筋を強く締付ける。
・カプラー両端にロックナットを取り付け、締め付けて固定する。この場合、使用するロックナットはBCJ評定-RC0021-10
　「ネジテツコングラウト継手」に定められたロックナットとする。

２　グラウト材注入後の静置措置をできない場合は、次の対策の一つを講じるものとする。

　　恐れのがあるときには、事前から加温養生を実施するなど、養生管理を特に注意する。（グラウトＦ、グラウトＦＳ使用の場合）
　　用いて0～40℃の範囲で24時間以上の加温養生を実施する。注入時に0℃を上回っていても夜間等に0℃を下回る
３　冬季の場合、外気温が0℃を下回る恐れのある場合は、凍害を防止するため、継手部をヒーターや保温材を

カプラーの両端からグラウトが溢れ出ている
事を確認する。

２　グラウト注入完了検査

鉄筋のマーキング範囲内にカプラーの両端が
入っている事を確認する。

１　かん合長さ検査

カプラーの両端からグラウトが溢れ出ている
事を確認する。

２　グラウト注入完了検査

長さ

Ｌ１

直径

Ｃ１

直径

Ｃ１

継手長さ ネジ部形状寸法カプラー

対辺　Ｂ 対角　Ｃ２

呼び径

呼び径

D19
D22
D25
D29
D32
D35
D38
D41
D51

34
38
43
48
53
57
62
76

29 31
36
40
45
50
55
59
64
80

52.6
57.8
62.0
67.3

32.6
37.9
42.1
47.3

84.0

30

40

30
30

30

40
40
40
40

170
200
230
260
280
310
330
350
450

15

10
12
13
14

16
20

9
8

25.6
29.0
33.0
36.6
40.0
43.5
47.3
57.8

22.3

ｶﾌﾟﾗｰ

ｶﾌﾟﾗｰ※ ※

A1　S=1/
A3　S=1/

S -

工事名称

図面名

設計番号 作成日 縮尺

種別

通し番号

構造関係規定に適合することを確認した 設備関係規定に適合することを確認した

04632-010

総括 担当

一級建築士事務所　登録番号　宮城県知事登録　第22210181号

建設コンサルタント　登録番号　建01第843号

一級建築士第315658号　飯柴耕一

南相馬市新庁舎建設建築主体工事

株式会社 佐藤総合計画 -
-

一級建築士第323340号　高橋英雄
一級建築士第374585号　古川侑慧

一級建築士　第359849号
設備設計一級建築士　第4808号 　渡邉　森

一級建築士　第306020号
構造設計一級建築士　第5334号 檜垣　進司

020

-
-

機械式継手工法標準図
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A1　S=1/
A3　S=1/

S -

工事名称

図面名

設計番号 作成日 縮尺

種別

通し番号

構造関係規定に適合することを確認した 設備関係規定に適合することを確認した

04632-010

総括 担当

一級建築士事務所　登録番号　宮城県知事登録　第22210181号

建設コンサルタント　登録番号　建01第843号

一級建築士第315658号　飯柴耕一

南相馬市新庁舎建設建築主体工事

株式会社 佐藤総合計画 -
-

一級建築士第323340号　高橋英雄
一級建築士第374585号　古川侑慧

一級建築士　第359849号
設備設計一級建築士　第4808号 　渡邉　森

一級建築士　第306020号
構造設計一級建築士　第5334号 檜垣　進司

021

-
-

機械式定着工法標準図



σ＝    ＝　  x10 ≦

Ｐ＝ＷＬ≦ Ｐa

2

4

σ＝    ＝　  x10 ≦ｆ

δ＝　　　　×10 ≦     ＋5
C5WL

384EI

3

3

9

曲げ応力

(N/mm )

[ S    造 ]

[RC・SRC造]

た　わ　み　(mm)

支 圧 耐 力 (N/m)

項　　　　　目             算　　定　　式

原則として、デッキ長さが1,000mm以下の場合に使用。(L＝350～1,200mm)

Ｓ造 Ｓ造Ｓ造

Ｓ造 Ｓ造

基礎部 基礎部

基礎部基礎部 基礎部

開口部 開口部

Ａ部詳細

断面

配線・配管・空調ダクト等の開口部の施工は、原則として予め
型枠で囲い、コンクリート打設硬化後にデッキを切断する。

がある場合、切断部周辺に「落下防止金物」を取り付ける。
開口部の大きさにより、デッキとコンクリートが剥離する恐れ

平面

※リブとリブの間が切断される場合 ※リブが切断される場合

表面処理［亜鉛めっき］ 使 用 材 料種類の記号デ ッ キ 種 類 板厚 ｍｍ

[両面最小付着量 275g/m ]

注意　※表面処理がＺ２７、Ｙ１８の場合、事前にご相談下さい。

 幅方向の割付  長さ方向の納まり

 柱廻り  段差部  斜め梁部

 幅方向の割付  長さ方向の納まり

 柱廻り  段差部  斜め梁部

 幅方向の割付  長さ方向の納まり

 段差部１  段差部２  斜め梁部

 コンクリート打設前に開口部を切断 コンクリート硬化後に開口部を切断

調整
プレート

30以上
デッキ受材

FB6×30～50

溶接固定

切断加工（現場）
Ｗ

かかり代
３０以上

＠200

アークスポット溶接

オフセット寸法
40以下

鉄骨梁

かかり代５０以上

柱

梁

割付け方向

せき板 横桟木

縦桟木

のみ込み代
１０

せき板

のみ込み代１０ 釘止め＠200

オフセット寸法

40以下

縦桟木(@600以下)12 50

せき板

横桟木

切断加工（現場）
落下防止金物

大引

支保工
縦桟木

Ｗ
プレート
調整

のみ込み
１０

梁

縦桟木 せき板

梁

のみ込み代
１０

Ｚ型金物（亜鉛鉄板）

ＪＦ１００

Ｈ

かかり代

３０以上

落下防止金物
50以上

Ｈ

割付け方向

Ｈ

アンカーボルト
大引

支保工

スターラップ

継ぎ筋

結束

落下防止金物

大引

支保工

切断加工
（現場）

オフセット寸法
40以下

増し打ち３０

プレートまたは山形鋼等 落下防止金物
大引

開口部

コンクリート止め補強支保工

コンクリート止め

コンクリート止め

開口部

プレートまたは山形鋼等
コンクリート止め

コンクリート止め

落下防止金物

開口部

コンクリート硬化後落下防止金物開口部

開口部

落下防止金物

コンクリート止め

リブ部分
プレートまたは山形鋼等

大引

補強支保工Ａ

地中梁

３０以上 継ぎ筋

柱

[両面最小付着量 120g/m ]

施工状況の種類/α 施　工　条　件　な　ど

□ 　類/１.２５

□ 　類/１.５

割付け方向

Ｓ Ｓ
Ｔ

Ｔ

Ｔ
Ｔ

Ｓ
調整プレート

Ｔ
Ｔ

Ｓ
調整プレート

デッキ受けアングル

デッキ受けアングル

4
0
0

（幅400mm） リブ間200 リブ間200

ＪＦ１００

ＪＦ１００ＪＦ１００

ＪＦ１００

ＪＦ１００

ＪＦ１００

ＪＦ１００

ＪＦ１００

ＪＦ１００ ＪＦ１００

ＪＦ１００
ＪＦ１００

デッキ切断

□ 軽量コンクリート[20kN/m ]

作業荷重

[ＲＣ単位重量]

コンクリート

□ ( 　　 N/m )[              　　]

□ 1,470N/m [ポンプ工法]
施 工 時

□ 2,450N/m [ホッパー･バケット工法]

[両面最小付着量 180g/m ]

採用項目に レ を記して下さい。

2

３０以上
かかり代

のみ込み代
１０

３０以上
かかり代

※Ｈ寸法は原則２００迄とする
超える場合は、別途検討が必要

Ｉｘ10 mm /mＺx10 mm /m

全断面有効

０.８

Ｉｘ10 mm /mＺx10 mm /m
3mm

板 厚

有効幅考慮

断面係数 断面２次モーメント

全断面有効

１２．２９．８０ ５．８９ ６．０７

kg/m kg/m 

亜鉛めっき(Ｚ２７)亜鉛めっき(Ｚ１２)

製 品 質 量

3

(単位：ｍｍ)
2

24kN/m 20kN/m

施工状況
1,300～4,900

釘穴

55,85
キャンバー 10mm程度

水抜き穴 

400

200 200

50

3
5

6
5 1
0
0

幅
板厚

※板厚：0.8mm  

記号

JFPL200

JFPL300

JFPL400

幅(mm)

２００

３００

４００

板厚(mm)

１.２

１.６

50

割付け幅 620

製品幅 650

１.２

2
5

エンドクローズ寸法 約85

 α：施工割増係数[ 別表参照 ]

 C ：たわみ算定用係数　（C=1.6）

b

 σ：曲げ応力度　　　　　　　　　　　   

ｆ ：許容曲げ応力度　ｆ ＝ 205　　　　　

 M ：最大曲げモーメント　　　　　　　  

 Z ：断面係数（有効幅５０ｔ考慮）  　　 

 δ：最大たわみ　　　　　　　　　   　　 

 W ：設計（上載）荷重　　　　　　　　　　

 L ：スパン　　　　　　　　　　　　　　　 

 I ：断面２次モーメント(全断面有効) 　　

 Ｐ：デッキリブ支圧荷重　　　　　 　 　　  
Ｐa：許容支圧荷重[ 別表参照 ]　　　　  　　

　E=2.05×10   E ：鋼材のヤング係数

（N/mm ）

（N/mm ）

（N･mm/m）

（mm /m）

（ mm ）

（N/m ）

（ m ）

（N/mm ）

（mm /m）

(N/m)
(N/m)

断面応力・たわみの計算は、一般に単純支持梁モデルを用いて計算する。
算定式および許容値は、下表とする。

Ｗ＝Ｗ ＋ Ｗ ＋ Ｗ21 3

Ｗ ：スラブ自重＝(スラブ厚)×(鉄筋コンクリート単重)1

Ｗ ：デッキ自重    Ｗ ：作業荷重(下記)2 3

2

2

スパンＬの取り方

デッキ長さ デッキ長さ

Ｌ Ｌ Ｌ

デッキリブの許容支圧荷重Ｐa

記号説明

290

90 200

390

190 200

1
0
0

1
0
0

(幅1m当たり)

Lx10
3

180

M

Z

2
WL

8Z α

ｆb

M

Z

2
WL

8Z
b

割付け方向

調整プレート

34.0

46.8

56.4

66.5

76.2

271

352

420

485

550

１５．３

１８．９

２２．５

２６．２

２９．８

１５．７

１９．４

２３．０

２６．５

３０．２

１５．４

１９．０

２２．７

２６．２

２９．８

kg/m kg/m kg/m 

製 品 質 量

3,460 3,740 3,950 4,120 4,270 3,670 3,950 2,870

3,430 3,710 3,910 4,090 4,240 3,630 3,910 2,830

3,400 3,680 3,880 4,050 4,210 3,580 3,880 2,800

3,370 3,650 3,850 4,020 4,180 3,540 3,850 2,760

3,340 3,630 3,820 3,990 4,140 3,490 3,820 2,730

3,300 3,600 3,800 3,960 4,110 3,450 3,780 2,690

3,260 3,570 3,770 3,930 4,080 3,410 3,730 2,660

3,230 3,550 3,740 3,910 4,060 3,370 3,690 2,630

3,190 3,520 3,720 3,880 4,030 3,340 3,650 2,600

3,120 3,480 3,670 3,830 3,980 3,270 3,580 2,550

3,060 3,430 3,620 3,780 3,930 3,200 3,500 2,500

3,000 3,390 3,580 3,740 3,880 3,140 3,440 2,450

2,940 3,350 3,540 3,690 3,830 3,080 3,370 2,400

2,700 3,160 3,350 3,500 3,640 2,830 3,100 2,200

2,510 2,940 3,200 3,350 3,480 2,630 2,880 2,050

3,580 3,880 4,090 4,260 4,420 3,880 4,090 3,040

3,550 3,850 4,060 4,230 4,390 3,840 4,060 3,000

3,530 3,820 4,030 4,200 4,360 3,790 4,030 2,960

3,500 3,790 4,000 4,170 4,330 3,750 4,000 2,930

3,480 3,760 3,970 4,140 4,300 3,710 3,970 2,900

3,450 3,740 3,940 4,110 4,270 3,670 3,940 2,860

3,430 3,710 3,910 4,090 4,240 3,630 3,910 2,830

3,410 3,690 3,890 4,060 4,210 3,590 3,890 2,800

3,380 3,660 3,860 4,030 4,190 3,550 3,860 2,770

3,330 3,620 3,810 3,980 4,130 3,480 3,810 2,720

3,260 3,570 3,770 3,930 4,080 3,410 3,730 2,660

3,200 3,530 3,730 3,890 4,040 3,350 3,670 2,610

3,140 3,490 3,680 3,850 3,990 3,290 3,600 2,570

2,900 3,320 3,500 3,660 3,800 3,030 3,320 2,360

2,700 3,160 3,350 3,500 3,640 2,830 3,100 2,200

の種類の種類

ス

ラ

ブ

厚 厚

ブ

ラ

ス

＊梁側板型枠でＪＦ１００を支持する場合、スラブスパンが３.０ｍを超えるときは中間支保工を設けることを原則とする

1.61.41.21.00.8 1.0 1.2 0.8 0.8 1.0 1.2 1.4 1.6 1.0 1.2 0.8

50以上

Ｌ-75×75×6等

I

II

III

I類

90 40

40

2
5

30

エンドクローズ

Ｈ

デッキ受けアングル

Ｈ

JIS G 3302　

JIS G 3317　

降伏点205N/mm 、引張強さ295N/mm 以上

降伏点205N/mm 、引張強さ295N/mm 以上

｢溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯｣　 

｢溶融亜鉛-5%アルミニウム合金めっき鋼板及び鋼帯｣　 

22

2 2

2

2

2

デッキ板厚（mm） 1.4 1.6

許容支圧荷重（N/m） 14,700

1.0 1.2

19,600 24,500 29,4009,800

0.8

断面2次モーメント 亜鉛めっき(Z12) 亜鉛めっき(Z27) エコガル(Y18)断面係数
有効幅考慮

2 2 2

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

品　名

4 43 3

[施工割増係数：α=1.0] [α=1.25] [施工割増係数：α=1.0] [α=1.25][α=1.5] [α=1.5]

II類

板厚t (mm)

4 4

3 3

II類I類施工状況

ＲＣ造またはＳＲＣ造の場合で、荷重条件、施工条件等の適切

な設定、管理により施工上の安全性が確実に確保される場合

I　類以外のＲＣ造またはＳＲＣ造の場合で、板厚１.０mm

または板厚１.２mmのフラットデッキを使用する場合

I　類以外のＲＣ造またはＳＲＣ造の場合で、板厚０.８mmの

フラットデッキを使用する場合

3

3

3

2

2

3

2

2

4

5

b

ＪＦ１００

ＲＣ・ＳＲＣ造ＲＣ・ＳＲＣ造ＲＣ・ＳＲＣ造

ＲＣ・ＳＲＣ造 ＲＣ・ＳＲＣ造

デッキ受け［-200×75×6等

50以上

ジョイントプレート
かかり代

建物の構造建物の構造

板厚t (mm)

Ｓ造、ＲＣ・ＳＲＣ造 ＲＣ・ＳＲＣ造

III類 III類

Ｓ造、ＲＣ・ＳＲＣ造 ＲＣ・ＳＲＣ造

mm

板 厚

ＰＣa梁

■   類/１.０

■ 普通コンクリート[24kN/m ]

■ (普通コンクリート　)[30,36kN/m ]

特記事項：

材料／デッキプレート

■Ｚ１２

断面性能及び質量

設　　　　　　　　計

納　　ま　　り　　例

施工割増係数α（支持梁がＲＣ造またはＳＲＣ造の場合）

□Ｙ１８

ＪＦ１００

□ ０.８

□ １.２

□ １.４

ＳＧＨＣ

ＳＧＣＣ

SZACC

SZAHC

□

ＪＦ１００の設計・施工は、一般社団法人　公共建築協会「平成18年版 床型枠用鋼製デッキプレート（フラットデッキ）設計施工指針・同解説」による

ＪＦ１００

キーストンプレート

スラブ厚さ別許容スパン早見表 [ 施工時作業荷重1,470N/m 、施工割増係数考慮 ]

施　　　　　　　　工

普通コンクリート 軽量コンクリート

計 画
1) 工事に先立ち、ＪＦ１００使用の目的に合致するように、工法及び工程の計画を立てる

運搬

保管

   また、各施工段階における荷重に基づき強度や剛性について検討する

2) あらかじめ割付図を作成し、柱・梁の取り合いを明確にし、現場における作業や役物を少なくする

2) 高所で突風の恐れがある場所では保管方法を適切に行い、飛散防止を行う

1) ＪＦ１００の荷おろし時、梱包したデッキプレートに局部変形を与えないようにする

敷込み
   開口部、斜め梁等のにデッキプレート受けが施工されているか確認する

1) デッキプレートの敷込み前に、梁上を十分に清掃する。施工図に従い、柱廻り、梁接合部、構台Ｈ型柱、

2) 敷き込みは最初の１枚を墨出し位置に合わせて仮止め後、通りや不陸を修正しながら２枚目以降を割付図

   に従って敷き並べていく。敷込みを完了したデッキプレート、調整プレートはその日のうちに仮止めする

切断

穴あけ
2) リブ部の切取りは、局部破壊の原因となるので補強等十分に検討する

接 合
1) ＪＦ１００と支持梁の接合は、Ｓ造の場合アーク溶接で行う。また薄肉溶接に十分技量を有する有資格者

1) ＪＦ１００の切断・孔あけ作業は、ガス切断、アーク溶接機で溶断等の方法もあるが、機械加工を原則と

　 し、材質・強度および形状を損なわないようにする

その他

   の作業員を指名する。ＲＣ造及びＳＲＣ造の場合は、釘を用いて、型枠に対して釘打ち機又は金槌・ハン

   マーで釘止めする。ＲＣ造置きスラブ上（地中梁）の場合は、丸棒(φ１０ｍｍ程度)等の継ぎ筋でデッキ 

   端部とスターラップ筋を結束する

1) ＪＦ１００上に鉄筋等の重量物を置くことは避ける。止むを得ず置く場合は、デッキプレート弱辺方向の

   上部にバタ角等台木を数本並べ、デッキプレートに直接局部荷重をかけないようにする

2) コンクリート打設時は、コンクリートの山を作らないようにし、集中荷重を避ける

3) スリーブ等の開口部がある場合には、鉄板で補強する

3) コンクリート打設前までに、中間サポートの設置を確認する

ＪＦ１００

標準型［Ｔ］

断面応力・たわみの計算

設計荷重

キーストンプレート 調整プレート

役物デッキプレート

 Ｓ

 Ｓ１

125

300

250

200

190

180

170

160

155

150

145

140

135

130

120

125

130

135

140

145

150

155

160

170

180

200

190

250

300

120

ＪＦ１００は、一般財団法人　建材試験センターによる性能試験にて構造性能を確認しています [発行番号：第１５Ａ２５３０号(H27.12.25)]

JF100-08

JF100-10

JF100-12

JF100-14

JF100-16

■ １.０

□ １.６

■Ｚ２７

ＪＦ１００　 設 計 ・ 施 工 標 準

※同等品への置換は監督職員と協議のこと。

A1　S=1/
A3　S=1/

S -

工事名称

図面名

設計番号 作成日 縮尺

種別

通し番号

構造関係規定に適合することを確認した 設備関係規定に適合することを確認した

04632-010

総括 担当

一級建築士事務所　登録番号　宮城県知事登録　第22210181号

建設コンサルタント　登録番号　建01第843号

一級建築士第315658号　飯柴耕一

南相馬市新庁舎建設建築主体工事

株式会社 佐藤総合計画 -
-

一級建築士第323340号　高橋英雄
一級建築士第374585号　古川侑慧

一級建築士　第359849号
設備設計一級建築士　第4808号 　渡邉　森

一級建築士　第306020号
構造設計一級建築士　第5334号 檜垣　進司

022

-
-

床型枠用鋼製デッキプレート特記仕様書



浅　層　混　合　処　理　工　法　特　記　仕　様　書

1. 工事概要

2. 一般事項

　本地業は、テノキューブ工法による地盤改良地業である。テノキューブ工法は、施工機本体であるバックホウに取り付けた掘削

　本工事は、本特記仕様書によるほか「2018年版 建築物のための改良地盤の設計及び品質管理指針」(日本建築センター、ベター

3. 特記事項

4. 施工計画

(1)

8. 施工管理

6. 施工機械

5. 施工

(1) 改良施工において、掘削撹拌装置の先端位置を三次元計測し、地中内の施工状況をリアルタイムに計測・可視化できる

(1) 本工事施工業者は、本工法の施工技術に精通した専業者とする。

固化材配合条件工事件名及び工事場所

テノコラム特記仕様書

撹拌装置先端より固化材液を吐出し、掘削・埋戻した原位置土と固化材液を撹拌混合することによって、直方型地盤改良体（テノ

キューブ）を築造する浅層混合処理工法（固化材スラリー添加方式）である。

リビング)、「建築工事標準仕様書・同解説 JASS４ 杭・地業および基礎工事」(日本建築学会)及び「セメント系固化材による地

て、土質や地盤構成、施工条件等により変更した方が適切だと判断される場合は、監理者の承諾の下に変更することができる。

(2)

(3)

(4)

(2) 施工計画書

　　工事に先立ち、施工計画書を監理者に提出する。施工計画書は、次の事項を明記する。

工事期間及び工程

工事の組織（建設工事元請業者の本工事責任者、改良体施工

業者名及び責任者、各種作業の主たる従事者）

施工管理（立合い、管理項目、施工記録）

品質検査

安全衛生対策

地盤概要（土質柱状図）

改良体伏図

施工管理システムを有していること。

(4) ミキシングプラントは、所定のスラリー吐出量を十分供給できるものであること。

1

2

3

4

7

8

9

10

11

12

改良体仕様及び数量

改良体築造範囲、掘削改良深度、配置等は設計図書による。ただし、改良体築造範囲・深度・位置及び固化材液の配合等につい

設計の要求する性能を確保するため、適切な配合管理及び施工管理、品質検査を実施する。

本工事工法は、技術審査証明取得工法(技審証第202403号)とする。また、事前にその証明書を監理者に提出し、承諾を得ること

　本工法は、全球測位衛星システム（ＧＮＳＳ）並びに慣性計測装置（ＩＭＵ）を施工機に装備し、独自に開発したテノキューブ

施工管理システムを用いて、改良体築造範囲を平面方向、深度方向に三次元グリットで区画割りするとともに、地中内の掘削撹拌

装置の先端位置をリアルタイムに計測・可視化することにより、掘削改良深度、固化材添加量、撹拌混合度を管理し、確実かつ均

（改良幅、改良面積、改良深度、ブロック数、設計基準強度）

施工手順5

7. 配合管理
(1) 固化材液に使用する材料は、セメント又はセメント系固化材とする。また、施工条件等により混和剤（材）を用いる。

(2) 配合強度

　変動係数を25％と想定し、９項に規定する抜取箇所数Ｎ、合格確率80％とした下表を用いて設定する。

(3) 室内配合試験

　固化材液の配合条件（水／固化材比Ｗ／Ｃ、配合量（固化材添加量））は、現地土を用いた室内配合試験の結果に基づき、現場

室内強度比を考慮して配合強度を満足するように決定する。あるいは、正確に土質を把握し、かつ、その土質に対する既存データ

がある場合は、その結果を用いて添加量等を決定する。

2.163 1.918 1.815 1.719 1.651 1.594

N

αt

Ｘf＝αt×Ｆc　［Ｘf：配合強度(kN/ｍ2 ,N/mm2 )、αt：割増し係数］

(1) 作業地盤は、施工機械が傾斜・転倒しないよう養生する。

(2) 標準的な施工手順を以下に示す。有機質土や想定外地盤、地中障害等が介在した場合は、別途検討する。

　　ａ．施工範囲を石灰・スプレーなどで明示する。

　　ｂ．設定した支持層深さまで掘削・排土を行い、改良部土質を確認する。

　　ｃ．設定した支持層深さまで掘削後、土質柱状図等と照合の上、支持地盤の有無を確認する。

　　ｄ．所定の高さまで掘削土を埋め戻し、固化材液を吐出しながら撹拌混合する。

　　ｅ．設計天端高さまで（ｄ．）を繰り返す。

　　ｆ．改良天端高さを確認し築造を完了する。

(1) 施工の安定性を確保するため下記に示す項目について施工管理する。

形状・寸法1

：材料計量

固化材液の密度

水、固化材の重量

マッドバランス等

固化材2

固化材液の添加量 テノキューブ施工管理システムにて施工管理を行い、記録する

：撹拌混合回数撹拌混合度3 テノキューブ施工管理システムにて施工管理を行い、記録する

工事完了後、次の項目について報告書をまとめ、監理者に提出する。

10. 報告

改良体の伏図及び番号

改良体の施工日

改良層厚及び改良土量

撹拌混合回数

1

2

3

4

5

6

7

固化材液の配合と固化材の使用量

コア供試体の一軸圧縮強度試験結果及び

合否判定結果

(2) 改良施工範囲のズレ

　改良施工範囲の平面位置のズレが許容値を超えた場合は、監理者と協議し、設計検討により応力照査を行ったうえ、

安全であると判断した場合、設計図書で示された仕様を満足しているものとする。

(3) 施工の立合い

　建設工事の元請業者は、本地業責任者（請負業者の中から選定）及び施工責任者を定め、両者は本地業の施工中は立ち会う

ものとする。

9. 品質検査
(1) 検査対象群、検査対象層及び調査箇所数

ＸN≧ＸL＝Ｆc＋ka・σd

抜取箇所数Ｎ

合格判定係数 ka 1.9

1

1.7 1.6 1.5 1.4 1.3

2 3 9～4～6 7～8

(2)コア採取率による調査

砂質土で95％以上、深さ１ｍ毎に粘性土85％以上、砂質土で90％以上あることを確認する。

(3) 合否の判定

設計対象層についての抜取箇所数をＮとする。１箇所あたり３個のコア供試体を採取し、その平均強度をその箇所の強度とする。

一軸圧縮試験は公的機関あるいは検査員（監理者）立会いの下に行うものとする。

検査手法は品質のバラツキを想定する場合の検査手法Ａによる。

検査手法Ａによる品質検査

   合否の判定は、設計対象層（検査対象層）におけるＮ箇所（抜取箇所数）の一軸圧縮試験結果が下式を満足すれば合格とする。

   ＸN： Ｎ箇所の一軸圧縮強度の平均値(kN/ｍ2 ,N/mm2 )

   ＸL： 合格判定値(kN/ｍ2 ,N/mm2 )

　 Ｆc： 設計基準強度(kN/ｍ2 ,N/mm2 )

　 ｋa： 合格判定係数（下表による）

1

2

3

4

　 σd： 標準偏差(kN/ｍ2 ,N/mm2 )

ｑud：想定した平均一軸圧縮強さ(kN/ｍ2 ,N/mm2 )

Ｖd：変動係数、技術証明書等により想定する=Ｖd・ (　　　　　　　　　  )ｑud

　コアボーリング調査により採取した深度コアに対し、コア採取率を調査する。コア採取率が、全長に対して粘性土で90％、

検査対象群は、原則として１工事を１単位とする。品質調査は、頭部コア（コアマシン又はモールドコア）及び深度コア1

技術審査証明書（写）13

6

ボーリングコアを用いた場合のコア採取率

施工機器

盤改良マニュアル 第５版」（セメント協会）による。

(2) 位置誘導、管理項目の合否判定、異常時の警報表示、リアルタイム遠隔監視、管理記録の自動バックアップが可能であり、

(3) 本工事の施工仕様を満足させる施工制御機器を装備したもので、自走式とする。

2

調査箇所数3

頭部コア（コアマシン又はモールドコア）　改良土量150ｍ3を１単位とし、１単位毎に１箇所

深度コア（ボーリングコア）　　　　　　　改良土量500ｍ3を１単位とし、１単位毎に１箇所

ただし、改良深さが１ｍ未満の場合や設計基準強度が低い等、ボーリングコア採取が適さない場合は、モールドコアによる

採取や頭部コアのみを用いて検査を行う。

築造改良体の出来形 テノキューブ施工管理システムにて施工管理を行い、記録する

実改良土量 テノキューブ施工管理システムにて施工管理を行い、記録する

施工範囲を石灰やカラースプレー等で明示し、改良幅Ｘ、Ｙを計測する

支持地盤の確認 施工範囲内で支持地盤が出現する深度を計測し、確認する

とする。

実改良土量に応じた添加量管理、出来形確認が行えること。

質な改良体の築造を可能とした地盤改良工法である。

（ボーリングコア）による供試体の一軸圧縮試験を実施する。

9～1 2 3 4～6 7～8

：施工範囲

改良体の設計基準強度はＦｃ＝ 1500 kN/ｍ2 ( 1.5 N/mm2)とする。

検査対象層は 砂礫 ， 風化泥岩 であり、設計対象層を 風化泥岩 とする。

A1　S=1/
A3　S=1/

S -

工事名称

図面名

設計番号 作成日 縮尺

種別

通し番号

構造関係規定に適合することを確認した 設備関係規定に適合することを確認した

04632-010

総括 担当

一級建築士事務所　登録番号　宮城県知事登録　第22210181号

建設コンサルタント　登録番号　建01第843号

一級建築士第315658号　飯柴耕一

南相馬市新庁舎建設建築主体工事

株式会社 佐藤総合計画 -
-

一級建築士第323340号　高橋英雄
一級建築士第374585号　古川侑慧

一級建築士　第359849号
設備設計一級建築士　第4808号 　渡邉　森

一級建築士　第306020号
構造設計一級建築士　第5334号 檜垣　進司

023

-
-
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